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序 章 計画の目的等 

序-１ 計画策定の背景と目的 

 

【計画策定の背景】 

・本町は、現在 17 団地、59 棟、238 戸の町営住宅を管理しているが、既に耐用年数を超過

している住宅が 88 戸（約 37％）、耐用年数の半分を超過している住宅が 116 戸（約 48％）

あるなど、適切な維持管理に加えて、計画的な用途廃止の検討を進める必要性が生じている。 

・本町では、平成 23 年（3 月）に、修繕、改善などの町営住宅の活用手法を定め、長寿命化を

目的とした長期的な維持・管理を行うべく、「中之条町公営住宅長寿命化計画」を策定し、予

防保全型の維持管理を進めてきた。 

・平成 25 年に「インフラ長寿命化基本計画【インフラ老朽化対策の推進に関する関係省庁連絡

会議】」、平成 26 年に「国土交通省インフラ長寿命化計画【行動計画】（国土交通省）」が定め

られ、公営住宅に限定されない公共施設等（公共建築物及び土木インフラ）の維持管理を取り

巻く環境が大きく変化してきている。特に、平成 28 年の「公営住宅等長寿命化計画策定指針

【改定】（国土交通省）」では、公営住宅の長寿命化への取り組みを通じたライフサイクルコス

ト（維持管理費用）の縮減のために、以下の観点での取り組みの強化が求められている。 

  ①定期的な点検等の確実な実施やその結果を踏まえた早期の修繕の実施 

  ②計画的な修繕による予防保全的管理の実施 

  ③長寿命化に資する改善事業の実施 

・また、本町では、平成 28 年に「中之条町公共施設等総合管理計画」を定め、長期的な視点を

もって更新･統廃合･長寿命化等の施策を計画的に行うことにより､公共施設等の更新等に係

る財政負担を軽減･平準化するとともに､公共施設等の最適な配置を実現することで行政サー

ビスの水準を確保することとし、「中之条町町営住宅長寿命化計画」についても、この計画と

の整合が求められている。 

 

【計画策定の目的】 

・本計画では、現在保有している町営住宅の適切な維持管理を行うために、適切な点検、修繕、

データ管理等を行い、町営住宅の状況や将来的な需要見通しを踏まえた各団地・住棟のあり方

を考慮した上で、効率的・効果的な団地別・住棟別の維持管理の方針を定め、長寿命化のため

の事業実施予定一覧を作成することにより、長寿命化に資する予防保全的な管理や改善を計

画的に推進し、ライフサイクルコストの縮減等を目指すものである。 
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序-２ 計画期間 

・本計画は、2021 年度（令和３年度）から 10 年間を計画期間とするが、今後の事業の進捗

状況や社会情勢、上位関連計画等における町営住宅の維持管理に関する要請等を踏まえた見

直しを行うものとする。 

・なお、計画期間内に変更を必要とする場合には、概ね５年ごとに見直しを実施する。 

【計画期間】 
 

2021（令和 3）年度～2030（令和 12）年度 
 

序-３ 計画の位置付け 

・本計画は、住生活基本法第 7 条に定める地方公共団体の責務として、住生活基本法計画の全

国計画及び群馬県住宅マスタープランに即し、中之条町総合計画第６次構想、中之条町公共施

設等総合管理計画等を上位計画とし、かつ中之条町の住宅特性等を考慮し計画する。 

 

 

１ インフラ長寿命化基本計画【インフラ老朽化の推進に関する関連省庁連絡会議／H25.11】 

・国や地方公共団体、その他民間企業等が管理するあらゆるインフラを対象に、個別施設毎の長

寿命化計画を核としてメンテナンスサイクルを構築すること、メンテナンスサイクルの実行

や体制の構築等によりトータルコストを縮減・平準化すること、産学官の連携により新技術を

開発・メンテナンス産業を育成することを目的として、国や地方公共団体等が一丸となってイ

ンフラの戦略的な維持管理・更新等を推進するために策定された。 

・「インフラ長寿命化基本計画」には、将来の目指すべき姿、インフラ機能の確保やメンテナン

ス産業の育成、多様な施策・主体との連携などの基本的な考え方、インフラ長寿命化計画等の

策定手法、必要施策の方向性、国と地方公共団体の役割、産学界の役割等についての内容が記

載されている。  

 

中之条町総合計画 

第６次構想 

群馬県 

住生活基本計画２０１６ 

中之条町 

公共施設等 

総合管理計画 

公営住宅等長寿命化計画 

策定指針(改定)(国) 

ｲﾝﾌﾗ長寿命化基本計画(国) 

中之条町町営住宅 

長寿命化計画 

国 

国 

群馬県 中之条町 

上位 

計画 

連携 

整合 

整合 
連携 

整合 

連携 

住生活基本法(国) 

住生活基本法(国) 

(全国計画)(国) 

群馬県 

公営住宅長寿命化計画 



3 

 

図 インフラ長寿命化に向けた計画の体系（イメージ） 

 

出典：国土交通省インフラ長寿命化計画（行動計画）説明資料【H26.10 国土交通省】 

 

 

2 国土交通省インフラ長寿命化計画（行動計画）【国土交通省／H26.5】 

・本計画では、「インフラ長寿命化基本計画」に基づき、国土交通省が管理・所管するあらゆる

インフラの維持管理・更新等を着実に推進するため、中長期的な取り組みの方向性を明らかに

することを目的としている。 

・本計画において、国土交通省は、各インフラの的確な維持管理・更新等が行なわれるよう体制

や制度等を構築するという、いわゆる「所管者」の役割と、各事業等に係る法令等に基づき自

らがインフラの「管理者」として的確な維持管理・更新等を実施する役割を担っている。 

・本計画では、現状の把握を行い課題を洗い出し、必要施設に係る取組の方向性を定め、具体的

な取り組みの例を提示している。 

・住宅の取り組みの例 

 ■平成 26 年度以降、地方公共団体が実施するストック総合改善事業等について、「個別施設

計画（長寿命化計画）の策定」を防災・安全交付金等の交付要件としており、引き続き、計

画未策定の地方公共団体の策定を推進する。 

 ■将来の人口減少や地域の実情等を勘案した、適切な個別施設計画策定を推進する。 

 ■個別施設計画未策定の地方公共団体が計画の策定を円滑に進められるよう、引き続き、既

存の計画の実態について整理するとともに、策定に必要な情報提供を行う。 
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3 中之条総合計画第 6 次構想【中之条町／Ｈ2８.２】 

  計画期間 平成28～令和7年度までの10年間 

まちづく

りのコン

セプト 

「自然と文化が響きあう 

みんなの故郷（ふるさと）なかのじょう」 

基本目標 1. 子どもから大人まで、誰もが学べる故郷づくり（教育環境の充実） 

2. “まち”“やま”に活気があふれ、自然にもやさしい故郷づくり（産業の振興） 

3. 自然と文化を活かし、観光による故郷づくり（交流人口の増加） 

4. 誰もが生きがいを持ち、健やかに過ごせる故郷づくり（健康増進） 

5. 誰にでもやさしく、安心して暮らせる故郷づくり（福祉の充実） 

6. 明るい未来のある、みんなの故郷づくり（財政の健全化）  

分野別の

基本目標 

～明るい未来のある、みんなの故郷づくり（財政の健全化）～ 

 

重点施策１ 

目的：計画性のある公共施設の適正管理と財政運営 

 

手段①試算に要するLCC（ライフサイクルコスト）を最小化し、効率的な運営を行

い、資産価値を最大化するアセットマネジメントを推進する。 

・公共施設適正管理事業 

・社会基盤整備事業 

手段②将来を見据え、次代に負債を残さない計画的な財政運営を行う。 

・普通建設事業費 

人口減少や少子高齢化に対応した公共施設の適正な規模や効率的な維持管

理方法を検討し、更新も優先順位によるものとするなど、普通建設事業費を抑

えていく必要はあるが、町民の未来に向けた投資は、一定水準確保していかな

ければならない。 

 

重点施策２ 

目的：税収の増加と社会保障負担の適正化 

 

手段①企業誘致による税収、企業・雇用拡大による所得増加を図る。 

手段②介護給付費、医療費の適正化を図る。 

・介護給付費、医療費適正化事業 
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  ４ 中之条町公共施設等総合管理計画【中之条町／H28.10】 

 

 

 

 

 

 

計画期間 平成28年度～令和7年度までの10年 

目的 更なる人口減少、少子高齢化が予想されており、公共施設等の実態や利用状況、

維持管理コスト等を考慮しながら、長期的な視点に立ち、更新・統廃合・長寿

命化などを計画的に行い、財政負担を軽減・平準化するとともに、公共施設等

の適切な配置を実現し、持続性を確保する必要があるため、「中之条町公共施

設等総合管理計画」に今後の対策について、考え方や方針を取りまとめている。 

公共施設等に関

する基本方針 

【基本方針】 

（１）長寿命化の推進 

（２）資産総量の適正化 

（３）資産の有効活用 

 

【具体的な方策】 

（１）長寿命化の推進 

①点検・診断等の実施方針 

②維持管理・修繕・更新等の実施方針 

③安全確保の実施方針 

④耐震化の実施方針 

（２）資産総量の適正化 

①統合や廃止の推進方針 

②未利用財産の売却等 

（３）資産の有効活用 

①民間活力の活用 

②企業広告等 

 

町営住宅に 

関する基本方針 

中之条町町営住宅長寿命化計画に基づき、予防保全型の維持管理により町営住

宅の長寿命化によるコスト縮減を図るとともに、老朽化の著しい住宅の廃止を

進める。 
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5 住生活基本計画（全国計画）【国土交通省／H28.3】 

  
計画期間 平成28～令和7年度までの10年間 

基本的な 

方針 

○本計画では、住宅政策の方向性を国民に分かりやすく示すことを基本的な方針と

する。そのため、課題に対応するための政策を多様な視点に立って示し、それらの

政策を総合的に実施する。  

①「居住者からの視点」  

②「住宅ストックからの視点」  

③「産業・地域からの視点」  

という３つの視点から、８つの目標を立てる。  

 

①「居住者からの視点」 

目標１：結婚・出産を希望する若年世帯・子育て世帯が安心して暮らせる住生活

の実現 

目標２：高齢者が自立して暮らすことができる住生活の実現 

目標３：住宅の確保に特に配慮を要する者の居住の安定の確保 

 

②「住宅ストックからの視点」 

目標４：住宅すごろくを超える新たな住宅循環システムの構築 

目標５：建替えやリフォームによる安全で質の高い住宅への更新 

目標６：急増する空き家の活用・除却の推進 

 

③「産業・地域からの視点」 

目標７：強い経済の実現に貢献する住宅関連産業の成長 

目標８：住宅地の魅力の維持・向上 
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6 群馬県住生活基本計画2016【群馬県／H29.３】 

 

  

計画期間 平成28～令和7年度までの10年間 

住宅政策の 

基本方針 

■住宅政策の基本目標 

（1）誰もが安心して暮らせる住まい・まちづくり 

（2）豊かで住み続けられる住まい・まちづくり 

（3）いいものを長く大切に使う住まい・まちづくり 

施策の展開 （1）誰もが安心して暮らせる住まい・まちづくり 

〇安心して子育てができる住まいの充実 

〇子育てに配慮した良好な地域づくり 

〇高齢者が安心して暮らせる住まいの充実 

〇民間賃貸住宅によるセーフティネットの充実 

〇公的賃貸住宅によるセーフティネットの充実 

〇被災した住宅の復旧等の災害時・緊急時における体制の整備 

 

（2）豊かで住み続けられる住まい・まちづくり 

〇住宅市場の流通の円滑化 

〇質の高い新築住宅の供給 

〇「ぐんま」の住まいづくり 

〇「まちのまとまり」の形成のための仕組みづくり 

〇安全で魅力ある住宅地づくり 

〇高齢者が住み続けられる地域づくり 

 

（3）いいものを長く大切に使う住まい・まちづくり 

〇住宅の安全性の確保 

〇質の高い既存住宅ストックの形成 

〇空き家対策の推進 
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7 群馬県県営住宅長寿命化計画【群馬県／H29.３】 

  

 

 

  

計画期間 平成30～令和9年度までの10年間 

住宅政策の 

基本方針 

■長寿命化に関する基本方針 

① 人口減少と地域の状況に対応した管理戸数、集約・再編等対象団地の設定 

② ストックを適切に維持管理するための建替・改善事業量の平準化 

③ 長寿命化改善によるライフサイクルコストの縮減 

④ ストックの状況把握・データ管理に基づく修繕計画の作成 

⑤ 市町村との連携の推進 

⑥ 県内の住宅セーフティネット構築に向けた民間賃貸住宅の活用、民間資本の

活用 

施策の展開 ① 人口減少と地域の状況に対応した管理戸数、集約・再編等対象団地の設定 

●地域ごとの将来的な需要をふまえて管理戸数を削減する 

●「まちのまとまり」の維持に留意して集約・再編等の対象団地を設定する 

② ストックを適切に維持管理するための建替・改善事業量の平準化 

●団地の廃止、建替、長寿命化改善により、長寿命化・延命化の合理的な組み 

合わせによる全体的な事業量の低減と平準化を図る 

●大規模改善から建替への転換を図り、将来の必要戸数を確保する 

③ 長寿命化改善によるライフサイクルコストの縮減 

●長寿命化改善や予防保全的な修繕を計画的・効率的に実施し、より多くのス 

トックの長寿命化を図る 

④ ストックの状況把握・データ管理に基づく修繕計画の作成 

●点検・修繕等の履歴をデータベース化することにより修繕計画の作成に役立 

てる 

●全住棟の建替・改善・修繕の事業実施時期について、中長期的な見通しを立 

てる 

⑤ 市町村との連携の推進 

●同時期に供給された市町村営住宅と隣接・近接する団地での建替では、市町 

村と連携・協力した事業実施を図る 

●廃止や集約化の対象となった団地について市町村からの存続の要望があれ 

ば、移管を検討・協議する 

●建替にあたっては、検討段階から市町村と連携し、団地に地域の拠点となる 

福祉施設等を導入する 

⑥ 県内の住宅セーフティネット構築に向けた民間賃貸住宅の活用、民間資本の 

活用 

●公営住宅を補完する住宅セーフティネットとしての民間賃貸住宅の活用を促 

進する 

●県営住宅の建替・改善事業に民間資本を積極的に活用する 
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第１章 町営住宅の状況の把握・整理 

１-１ 町の概要 

・ 中之条町は群馬県の北西部に位置しており、新潟・長野県に接する県境の町である。 

・ 交通網としてＪＲ吾妻線や国道 145 号及び 353 号、主要地方道など吾妻郡の大動脈

が走っている。 

・ 首都圏まで 150 キロメートルほどで、鉄道では特急で 2 時間 10 分、道路では関越自

動車道を利用して 3 時間である。 

・ 地形は、森林が面積の 8 割以上を占め、神秘的な野反湖、貴重な高山植物の宝庫であ

る芳ヶ平など自然美にあふれている。また、盆地・河岸段丘・丘陵地などがみられる変

化に富んだ景観を形成している。 

・ 昭和 30 年に中之条町、沢田村、伊参村、名久田村が合併し、平成 22 年に六合村を編

入して現在に至る。 
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１-２ 住宅事情の整理 

１ 人口・世帯の推移 

・平成 27 年の人口は 16,850 人である。平成 7 年から平成 27 年まで人口は 4,206 人減少

している。人口増減率の推移をみると、増加率が減少傾向にある。 

・世帯数は平成 17 年の 6,782 世帯をピークに減少傾向にあり、平成 27 年では 6,529 世帯

となっている。世帯数増減率の推移をみると、増加率が減少傾向にある。 

 

 

 

  

図 人口・世帯数の推移（中之条町） 

図 人口・世帯数の増減率の推移（中之条町） 

資料：各年国勢調査 

資料：各年国勢調査 
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２ 年齢別人口 

・年齢３区分別人口構成比の推移をみると、0～14 歳は平成 7 年から 20 年間で 5.8％減少

し、平成 27 年では 10.1％となっている。逆に 65 歳以上は 14.9％増加し、平成 27 年で

は 37.0％となっており、少子高齢化が進行している。 

 

 

 

・年齢３区分別人口の推移を実数でみると、平成 7 年から平成 27 年にかけて、0～14 歳人口

は 0.51 倍と減少し、65 歳人口は 1.34 倍と増加している。 

 

 

  

図 年齢3区分別人口構成比の推移（中之条町） 

図 年齢3区分別人口の推移（中之条町） 

資料：各年国勢調査 
（年齢不詳は含まない。） 
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１-３ 住宅ストックの状況 

１ 住宅所有の状況 

・平成 7 年から平成 27 年までの持ち家率は８０％台を維持しており、持ち家率の高さが伺え

る。 

・他の数値も平成 12 年から目立った変化は見られない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・持ち家は平成 17 年まで増加していたが、それ以降は減少傾向にある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図 所有形態別世帯構成比（中之条町） 

図 所有形態別世帯数構成比（中之条町） 

資料：各年国勢調査 

資料：各年国勢調査 
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２ 住宅の規模 

・平成 30 年の所有形態別の平均住宅規模をみると、持ち家は 138.0 ㎡で、民営借家はその 5

割程度となっている。 

・平成 25 年から平成 30 年にかけて、持ち家は 9.5 ㎡、公営・公団・公社は 33.6 ㎡減少す

る一方で、民営借家は 16.8 ㎡、給与住宅は 3.4 ㎡増加している。 

・全体は平成 25 年から平成 30 年の間で、7.4 ㎡減少している。 

 

 

３ 家賃 

・平成 30 年の 1 ㎡当たりの平均家賃を所有形態別にみると、給与住宅が最も高く 1,250 円と

なっている。 

 

 

 

  

１㎡当たりの家賃 
家賃 0 円を 

含む 
家賃 0 円を 
含まない 

借家（専用住宅）総数 546 579 

所
有
形
態 

公営の借家 511 511 

都市再生機構 
・公社の借家 

- - 

民営借家 560 614 

給与住宅 1,250 1,250 

構
造 

木造 407 447 

非木造 792 792 

図 所有形態別住宅規模の推移（中之条町） 

資料：住宅・土地統計調査 

資料：各年住宅・土地統計調査 
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４ 居住水準  

・平成 30 年の所有形態別最低居住面積水準未満の世帯率は持ち家が 0.6％、借家が 11.6％と

なっている。 

・借家の種類ごとに最低居住面積水準未満の世帯率をみると、公営の借家では 15.9％、民営借

家（木造）では 10.0％、民営借家（非木造）では 5.6％となっている。 

 

 

 

項目 合計 
最低居住面積 

水準未満 

最低居住面積水準以上 

誘導居住水準未満 
誘導居住水準以上 

主世帯総数    ＊1 140 1,570 4,680 6,390 

持ち家 30 1,050 4,340 5,420 

借家      ＊2 110 510 330 950 

公営の借家 70 300 70 440 

民営借家（木造） 30 120 150 180 

民営借家（非木造） 10 60 110 30 

給与住宅 0 30 0 0 

 

  

図 所有形態別居住面積水準別世帯構成比（中之条町／平成30年） 

〈参考〉表 所有形態別居住水準別世帯数（中之条町／平成30年）            単位：世帯 

資料：住宅・土地統計調査 ＊1：住宅の所有の関係・世帯の型・家計を主に支える者の従業上の地位の不詳を含む 
＊2：「その他（不詳）」の借家を含む 

資料：住宅・土地統計調査 
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誘導居住面積

水準以上
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・平成 30 年の最低居住面積水準未満の世帯率を世帯人員別にみると、6 人世帯が最も高く

5.9％となっている。 

・1～4、6 人世帯は誘導居住面積水準以上が半分以上を占め、5 人世帯では最低居住面積水準

以上誘導居住面積水準未満が半分以上を占めている。 

 

 

 

 

 

  

資料：住宅・土地統計調査 

図 世帯人員別居住面積水準別世帯構成比（中之条町／平成30年） 
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資料：住宅・土地統計調査 
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５ 高齢者居住 

・平成 27 年の所有形態別高齢者世帯人員別世帯構成比をみると、公営・都市機構・公社の借家

と民営借家は 1 人世帯が 5 割程度あり、2 人世帯を含めると 8 割以上を占める。 

 

 

 

 

 

 

 1 人 2 人 3 人 4 人 5 人以上 計 

住宅に住む一般世帯数 981 1,486 655 311 364 3,797 

持ち家 888 1,430 638 304 357 3,617 

公営・都市機構・公社の借家 33 20 8 1 3 65 

民営借家 49 34 8 5 3 99 

給与住宅 1 2 1 1 1 6 

間借り 10 0 0 0 0 10 

 

 

 

  

表 所有形態別高齢者世帯人員別世帯数（中之条町／平成27年）         単位：世帯 

 

資料：国勢調査 

図 所有形態別高齢者世帯人員別世帯構成比（中之条町／平成 27 年） 

資料：国勢調査 
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・高齢者のための設備がある住宅は、53.6％となっている。所有形態別では、持ち家が 59.2％

であるのに対して借家では 21.7％と低くなっている。 

 

 

 

   

 

 

 

  

図 高齢者のための設備がある住宅数（中之条町／平成 30 年） 

資料：住宅・土地統計調査 
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１-４ 町営住宅の状況 

１ 町営住宅管理戸数 

・公営住宅は、10 団地 1３４戸を管理している。 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2 公営住宅以外の中之条町が管理する町営住宅管理戸数 

・町内には公営住宅のほかに、単独住宅、特定公共賃貸住宅の 7 団地、104 戸を管理している。 

 

 

No 種別 団地名 建設年度 戸数 

1 単独住宅 折田 S34～35 6 

2 単独住宅 １２区団地 S35 2 

3 単独住宅 オガワハウス S50 80 

4 単独住宅 小雨ハイツ H9 5 

5 単独住宅 日影ハイツ H23 2 

6 特定公共賃貸住宅 平沢 H3 6 

7 特定公共賃貸住宅 世立 H12 3 

合計 104 

 

  

No 種別 団地名 建設年度 戸数 

1 公営住宅 小川 S42～44 24 

2 公営住宅 第２小川 S47～53 42 

3 公営住宅 永田原 S61 24 

4 公営住宅 中之条 H5 8 

5 公営住宅 西中之条 H17 8 

6 公営住宅 赤岩 S53～54 4 

7 公営住宅 小雨 S55 2 

8 公営住宅 小倉 S56 2 

9 公営住宅 生須 S56～H7 12 

10 公営住宅 引沼 H5～H7 8 

合計 134 

資料：中之条町（令和２年１０月時点） 

 

資料：中之条町（令和２年１０月時点） 

 

表 町営住宅管理戸数 

表 公営住宅以外の中之条町が管理する町営住宅管理戸数 
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3 町営住宅の立地状況 

・中之条地区は中之条駅の西側に多く立地し、六合地区は旧六合村の幹線道路に沿って立地し

ている。 

 

  資料：中之条町（令和２年１０月時点） 

 

図 町営住宅の立地状況 
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4 町営住宅の家賃の状況 

・本来家賃で下限値が最も安いのは、小川団地 1～12 号棟の 3,900 円となっている。逆

に、上限値が最も高いのは西中之条団地 3～6 号棟の 79,200 円である。 

 

  

表 団地ごとの家賃等の状況（公営住宅） 

資料：中之条町（令和２年１０月時点） 

 

種別 住 所
建設
年度

棟数 戸数 構造等 間取
床面積
（㎡）

1-12号棟 S42 8 12 32.4 ～ 9,600

13-16号棟 S43 2 4 32.4 ～ 9,900

17-24号棟 S44 4 8 32.4 ～ 9,700

1号棟 S47 1 4 36.6 ～ 11,700

2号棟 S47 1 4 33.4 ～ 11,100

3,4号棟 S48 2 8 36.6 ～ 11,400

5号棟 S48 1 4 40.7 ～ 12,400

6,8号棟 S49 2 8 41.6 ～ 13,800

7号棟 S49 1 4 45.0 ～ 14,700

9号棟 S53 1 4 48.2 ～ 24,900

10,11号棟 S53 2 6 51.1 ～ 26,900

1号棟 S61 1 12 62.5 ～ 54,500

2号棟 S61 1 12 62.5 ～ 54,500

中之条 1号棟 中之条町19-2 H5 1 8 RC造2階建 3DK 63.9 ～ 75,200

1,2,7,8号棟 H17 4 41.4 ～ 57,500

3-6号棟 H17 4 70.6 ～ 79,200

53-3
54-2号棟

S53 2 4 54.6 ～ 17,500

小雨 56-1号棟 小雨352-2 S55 1 2 木造平屋建 3DK 54.6 ～ 19,800

小倉 56-1号棟 入山170 S56 1 2 木造平屋建 3DK 61.4 ～ 24,800

56-2号棟 S56 1 2 54.6 ～ 21,500

59-1号棟 S59 1 2 61.4 ～ 29,000

59-2号棟 S59 1 2 54.6 ～ 26,600

2-1号棟 H2 1 2 61.4 ～ 40,200

7-A-D号棟 H7 2 4 72.8 ～ 54,200

5-1号棟 H5 1 2 69.4 ～ 50,000

5-2号棟 H5 1 2 69.4 ～ 50,000

5-3号棟 H5 1 2 69.4 ～ 50,000

7号棟 H7 1 2 72.8 ～ 54,100

43 134合計

団地名 家賃（円）

公営
住宅

小川 中之条町743　外 木造平屋建 2K

3,900

4,200

4,100

8,000

8,500

永田原 西中之条192 RC造3階建 3DK
16,500

16,500

第２小川 折田74-1 CB造平屋建 3K

4,900

4,400

5,100

5,700

6,000

6,500

赤岩 赤岩327 木造平屋建 3DK 8,900

19,700

西中之条 西中之条653-2 1 木造2階建
1DK/
2DK

11,800

20,200

9,400

10,000

生須 生須360-1 木造平屋建 3DK

9,800

11,500

10,200

12,400

15,700

引沼 入山1983 木造平屋建 3DK

14,300

14,300

14,300

15,500
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（戸）

木造平家建 木造２階建 木造３階建 簡易耐火平家建

中耐２階建 中耐３階建 中耐５階建

 

5 町営住宅の建設年度 

・昭和 50 年代に建設された町営住宅が 104 戸と最も多く、中之条町が現在管理している町営

住宅のうち約 4 割がこの時期に建設されている。 

・昭和 60 年以降に建設された町営住宅は少なく、約７割が昭和 60 年以前に建設されたもの

である。 

  

資料：中之条町（令和２年１０月時点） 

図 構造別建設施設数の推移 

8 

56 

104 

46 

14 

10 

表 団地ごとの家賃等の状況（公営住宅以外の中之条町が管理する町営住宅） 

資料：中之条町（令和２年１０月時点） 

 

資料：中之条町（令和２年１０月時点） 

種別 住 所
建設
年度

棟数 戸数 構造等 　間取
床面積
（㎡）

1.5.7 S34 3 3 52.9 ～ 12,700

2.3.6 S35 3 3 46.2 ～ 10,600

１２区団地 1.2 伊勢町1026-3 S35 2 2 木造平屋建 2K 42.9 ～ 11,200

38.1 1,2F

38.1 3F

38.1 4F

38.1 5F

9-1.9-2 H9 2 木造2階建 32.7

A.B.C H9 3 木造2階建 70.4

日影ハイツ H23 1 2 木造平屋建 2DK 55.0 ～ 78,000

6-A,B号棟 H6 1 2 76.1

6-C,D号棟 H6 1 2 76.1

6-E,F号棟 H6 1 2 76.1

世立 11号棟 入山2891 H11 1 3 木造2階建 3DK 84.0

16 104合計

3,500

3,300

3,400

単独
住宅

特定
公共
賃貸
住宅

平沢 日影752-1 木造平屋建 3DK

41,000

41,000

41,000

45,000

13,800

小雨ハイツ 小雨410-1 1
1DK/
3DK

団地名 家賃（円）

折田
折田797-1
折田797-2

木造平屋建 3K

オガワハウス 折田71-3 2DK

1
18,000

16,000

14,000

12,000

20,000

45,000

2

S50

S50

1

1

40

40

RC造5階建

RC造5階建



22 

 

6 町営住宅の住戸規模 

・住戸の規模は、30 ㎡台が 50.0％と最も多く、次いで 60 ㎡台が 18.0％となっている。 

・昭和 40 年代から 50 年代には 30 ㎡台が多く供給されたが、昭和 60 年以降は 60 ㎡台以

上が多く供給されている。 

 

 

  30 ㎡台 40 ㎡台 50 ㎡台 60 ㎡台 70 ㎡以上 合計 

Ｓ30～

39 
0 5 3 0 0 8 

S40～

49 
40 16 0 0 0 56 

S50～

59 
80 4 22 4 0 110 

S60～

H6 
0 0 0 40 6 46 

H7～ 

16 
2 0 0 0 12 14 

Ｈ17～

26 
0 4 2 0 4 10 

合計 122 29 27 44 22 244 

割合 50.0% 11.9% 11.1% 18.0% 9.0% 100.0% 

 

 

 

 

 

 

  

50.0% 11.9% 11.1% 18.0% 9.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

30㎡台 40㎡台 50㎡台 60㎡台 70㎡以上

（単位：戸数） 表 住戸規模別建設年度別戸数 

図 住戸規模別構成比 

資料：中之条町（令和２年１０月時点） 

 

資料：中之条町（令和２年１０月時点） 
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・住戸タイプ別では、2ＤＫが 36.1％と最も多く、次いで 3DＫが 32.8％、3Ｋが 20.2％と 

なっている。 

 

 

 

 

  

図 住戸タイプ別構成比 

資料：中之条町（令和２年１０月時点） 

 

2.5%

10.9% 36.1% 20.2% 32.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1DK 2K 2DK 3K 3DK
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7 町営住宅の改善の履歴 

・下表に示す主要な改善は、概ねの周期に対応して実施している。一部未実施のものについて

は、早期実施が必要である。 

 

 

団地名 改善項目 実施年度 

小川団地 － － 

第 2 小川団地 － － 

永田原団地 

給湯管改修（2F・3F のみ） 

外壁等改修（2 号棟） 

外壁等改修（1 号棟） 

屋上防水 

階段手摺設置工事 

平成 19 年度 

平成 20 年度 

平成 21 年度 

平成 22 年度 

令和元年度 

中之条団地 屋上防水 平成 23 年度 

西中之条団地 － － 

赤岩団地 － － 

小雨団地 － － 

小倉団地 － － 

生須団地 － － 

引沼団地 － － 

折田団地 － － 

12 区団地 － － 

オガワハウス 

受水槽新設 

屋外給水管改修 

ガス配管改修 

アンテナ他地デジ対応改修 

温水式便座設置 

屋上防水（1 号棟） 

屋上防水（2 号棟） 

平成 13 年度 

平成 16 年度 

平成 17 年度 

平成 22 年度 

平成 23 年度 

平成 28 年度 

平成 30 年度 

小雨ハイツ － － 

日影ハイツ － － 

平沢団地 － － 

世立団地 － － 

   

 

  

表 町営住宅の改善履歴（団地別） 

資料：中之条町（令和２年１０月時点） 
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8 団地別劣化状況等調査の概要 

 

 

  

ス
ロ
ー

プ
設
置

敷
地
内
バ
リ
ア
フ
リ
ー

二
方
向
避
難
確
保

耐
震
性
・
耐
震
診
断

浴
室
防
水

バ
ル
コ
ニ
ー

ア
ル
ミ
化

躯
体

屋
上
・
屋
根

外
壁

給
水
ポ
ン
プ

給
排
水
管

階
段
廊
下

鉄
部
塗
装
の
剥
が
れ
・

錆
び
の
発
生

火

災

報

知

器

1-12号棟 公営住宅 1967 53 8 12

13-16号棟 公営住宅 1968 52 2 4

17-24号棟 公営住宅 1969 51 4 8

1-4号棟 公営住宅 1972 48 1 4 － 〇 〇 〇 ・ － 〇 〇 〇 ・ ・ － 〇 ・

5-8号棟 公営住宅 1972 48 1 4 － 〇 〇 〇 ・ － 〇 〇 〇 ・ ・ － 〇 ・

9-16号棟 公営住宅 1973 47 2 8 － 〇 〇 〇 ・ － 〇 〇 〇 ・ ・ － 〇 ・

17-20号棟 公営住宅 1973 47 1 4 － 〇 〇 〇 ・ － 〇 〇 〇 ・ ・ － 〇 ・

21-28号棟 公営住宅 1974 46 2 8 － 〇 〇 〇 ・ － 〇 〇 〇 ・ ・ － 〇 ・

29-32号棟 公営住宅 1974 46 1 4 － 〇 〇 〇 ・ － 〇 〇 〇 ・ ・ － 〇 ・

33-36号棟 公営住宅 1978 42 1 4 － 〇 〇 〇 ・ － 〇 〇 〇 ・ ・ － 〇 ・

37-42号棟 公営住宅 1978 42 2 6 － 〇 〇 〇 ・ － 〇 〇 〇 ・ ・ － 〇 ・

1号棟 公営住宅 1986 34 1 12 － 〇 〇 〇 ・ 〇 〇 〇 〇 ・ ・ 〇 〇 ・

2号棟 公営住宅 1986 34 1 12 － 〇 〇 〇 ・ 〇 〇 〇 〇 ・ ・ 〇 〇 ・

中之条 1号棟 公営住宅 1993 27 RC造2階建 1 8 － 〇 〇 〇 ・ 〇 〇 △ 〇 ・ ・ 〇 〇 ・

1-4号棟 公営住宅 2005 15 1 4 〇 〇 〇 〇 ・ 〇 〇 〇 〇 ・ ・ 〇 〇 ・

5-8号棟 公営住宅 2005 15 1 4 〇 〇 〇 〇 ・ 〇 〇 〇 〇 ・ ・ 〇 〇 ・

53-3号棟
54-2号棟

公営住宅 1978 42 2 4 － 〇 〇 〇 ・ － 〇 〇 〇 ・ ・ － 〇 ・

小雨 56-1号棟 公営住宅 1980 40 木造平屋建 1 2 － 〇 〇 〇 ・ － 〇 〇 〇 ・ ・ － 〇 ・

小倉 56-1号棟 公営住宅 1981 39 木造平屋建 1 2 － 〇 〇 〇 ・ － 〇 〇 〇 ・ ・ － 〇 ・

56-2号棟 公営住宅 1981 39 1 2 － 〇 〇 〇 ・ － 〇 〇 〇 ・ ・ － 〇 ・

59-1号棟 公営住宅 1984 36 1 2 － 〇 〇 〇 ・ － 〇 〇 〇 ・ ・ － 〇 ・

59-2号棟 公営住宅 1984 36 1 2 － 〇 〇 〇 ・ － 〇 〇 〇 ・ ・ － 〇 ・

2-1号棟 公営住宅 1990 30 1 2 － 〇 〇 〇 ・ － 〇 〇 〇 ・ ・ － 〇 ・

7-A-D号棟 公営住宅 1995 25 2 4 － 〇 〇 〇 ・ － 〇 〇 〇 ・ ・ － 〇 ・

5-1号棟 公営住宅 1993 27 1 2 － 〇 〇 〇 ・ － 〇 〇 〇 ・ ・ － 〇 ・

5-2号棟 公営住宅 1993 27 1 2 － 〇 〇 〇 ・ － 〇 〇 〇 ・ ・ － 〇 ・

5-3号棟 公営住宅 1993 27 1 2 － 〇 〇 〇 ・ － 〇 〇 〇 ・ ・ － 〇 ・

7号棟 公営住宅 1995 25 1 2 － 〇 〇 〇 ・ － 〇 〇 〇 ・ ・ － 〇 ・

6-A,B号棟 特公賃 1994 26 1 2 － 〇 〇 〇 ・ － 〇 △ 〇 ・ ・ － 〇 ・

6-C,D号棟 特公賃 1994 26 1 2 － 〇 〇 〇 ・ － 〇 △ 〇 ・ ・ － 〇 ・

6-E,F号棟 特公賃 1994 26 1 2 － 〇 〇 〇 ・ － 〇 △ 〇 ・ ・ － 〇 ・

世立 11号棟 特公賃 1999 21 木造2階建 1 3 － 〇 〇 〇 ・ 〇 〇 〇 〇 ・ ・ － 〇 ・

1.5.7号棟 単独 1959 61 3 3

2.3.6号棟 単独 1960 60 3 3

１２区団地 1.2号棟 単独 1960 60 木造平屋建 2 2

1号棟 単独 1975 45 RC造5階建 1 40 － 〇 〇 〇 ・ 〇 〇 △ × ・ ・ 〇 〇 ・

2号棟 単独 1975 45 RC造5階建 1 40 － 〇 〇 〇 ・ 〇 〇 △ × ・ ・ 〇 〇 ・

9-1.9-2号棟 単独 1997 23 木造2階建 1 2 － 〇 〇 〇 ・ 〇 〇 〇 〇 ・ ・ 〇 〇 ・

A.B.C号棟 単独 1997 23 木造2階建 3 － 〇 〇 〇 ・ 〇 〇 〇 〇 ・ ・ 〇 〇 ・

日影ハイツ 単独 2011 9 木造平屋建 1 2 － 〇 〇 〇 ・ － 〇 〇 〇 ・ ・ 〇 〇 ・

修繕
福祉対応

外構 住戸 住戸 共用

安全性 の確保 長寿命化型

小川 木造平屋

構造
棟

数
戸数団地名 種別

建設

年度
築年

第2小川
CB造

平屋建

永田原 RC造3階建

西中之条 木造2階建

赤岩 木造平屋建

生須 木造平屋建

引沼 木造平屋建

オガワハウス

小雨ハイツ

平沢 木造平屋建

折田 木造平屋建

耐用年数が大幅に超過しているため、調査無

耐用年数が大幅に超過しているため、調査無

耐用年数が大幅に超過しているため、調査無

表 町営住宅の劣化状況等調査（団地別） 

資料：中之条町（令和２年１０月時点） 
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9 耐震診断調査の概要 

 

 

No 種別 団地名 建設年度 対象戸数 結果 

1 公営住宅 小川 S42～44 24 改修必要（旧耐震基準） 

2 公営住宅 第２小川 S47～53 42 改修不要 

3 公営住宅 永田原 S61 新耐震基準 － 

4 公営住宅 中之条 H5 新耐震基準 － 

5 公営住宅 西中之条 H17 新耐震基準 － 

6 公営住宅 赤岩 S53～54 4 改修必要（旧耐震基準） 

7 公営住宅 小雨 S55 2 改修必要（旧耐震基準） 

8 公営住宅 小倉 S56 新耐震基準 － 

9 公営住宅 生須 S56～H7 新耐震基準 － 

10 公営住宅 引沼 H5～H7 新耐震基準 － 

11 単独住宅 折田 S34～35 6 改修必要（旧耐震基準） 

12 単独住宅 １２区団地 S35 2 改修必要（旧耐震基準） 

13 単独住宅 オガワハウス S50 80 改修不要 

14 単独住宅 小雨ハイツ H9 新耐震基準 － 

15 単独住宅 日影ハイツ H23 新耐震基準 － 

16 特定公共賃貸住宅 平沢 H3 新耐震基準 － 

17 特定公共賃貸住宅 世立 H12 新耐震基準 － 

合計 160   

 

 

  

表 町営住宅の耐震診断調査（団地別） 

資料：中之条町（令和２年１０月時点） 
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10 共同施設等 

・集会室と公園が設置されている団地はない。 

・駐車場（敷地内に空きスペースが駐車場として利用可能なものを含む）がある団地は全体で

13団地となっている。オガワハウスは、近隣のJA駐車場と町営駐車場で対応している。 

・し尿処理施設が整備されていない（汲み取り）団地が3団地ある。 

 

 

No 種別 団地名 集会室 公園 駐車場 し尿処理場 

1 公営住宅 小川 無 無 0 公共下水道 

2 公営住宅 第２小川 無 無 42 公共下水道 

3 公営住宅 永田原 無 無 58 公共下水道 

4 公営住宅 中之条 無 無 8 公共下水道 

5 公営住宅 西中之条 無 無 14 公共下水道 

6 公営住宅 赤岩 無 無 10 汲み取り 

7 公営住宅 小雨 無 無 2 汲み取り 

8 公営住宅 小倉 無 無 4 汲み取り 

9 公営住宅 生須 無 無 20 合併処理浄化槽 

10 公営住宅 引沼 無 無 10 合併処理浄化槽 

11 単独住宅 折田 無 無 0 公共下水道 

12 単独住宅 １２区団地 無 無 0 公共下水道 

13 単独住宅 オガワハウス 無 無 64 公共下水道 

14 単独住宅 小雨ハイツ 無 無 8 合併処理浄化槽 

15 単独住宅 日影ハイツ 無 無 0 合併処理浄化槽 

16 特定公共賃貸住宅 平沢 無 無 12 合併処理浄化槽 

17 特定公共賃貸住宅 世立 無 無 6 合併処理浄化槽 

  

表 共同施設等の整理（団地別） 

資料：中之条町（令和２年１０月時点） 
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１-５ 町営住宅の入居者の状況 

１ 団地別入居の状況 

・町営住宅238戸のうち38戸が空家となっている。 

・38戸のうち13戸は、政策空家としている。 

 

 

 

  

資料：中之条町（令和２年１０月時点） 

 

表 空家の状況（団地別） 
管理戸数 入居世帯 空家 空家率
（戸） （世帯数） （戸） （％）

1 公営住宅 小川 14 24 18 6 25.0% 6戸政策空家

2 公営住宅 第２小川 11 42 38 4 9.5%

3 公営住宅 永田原 2 24 22 2 8.3%

4 公営住宅 中之条 1 8 7 1 12.5%

5 公営住宅 西中之条 1 8 8 0 0.0%

6 公営住宅 赤岩 2 4 1 3 75.0% 3戸政策空家

7 公営住宅 小雨 1 2 1 1 50.0% 1戸政策空家

8 公営住宅 小倉 1 2 2 0 0.0%

9 公営住宅 生須 6 12 11 1 8.3%

10 公営住宅 引沼 4 8 5 3 37.5%

11 単独住宅 折田 6 6 4 2 33.3% 2戸政策空家

12 単独住宅 １２区団地 2 2 1 1 50.0% 1戸政策空家

13 単独住宅 オガワハウス 2 80 72 8 10.0%

14 単独住宅 小雨ハイツ 1 5 2 3 60.0%

15 単独住宅 日影ハイツ 1 2 2 0 0.0%

16
特定公共
賃貸住宅

平沢 3 6 4 2 33.3%

17
特定公共
賃貸住宅

世立 1 3 2 1 33.3%

59 238 200 38 16.0%

備考No 棟数団地名

合計

種別
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２ 入居世帯の状況 

・1人世帯が最も多く全体の48.0%を占めており、2人世帯と合わせると78.0％を占める。 

 

  

 

 

 

  

図 世帯人員別世帯数（団地別） 

 

資料：中之条町（令和２年１０月時点） 

 

図 世帯人員別世帯構成比（全体） 

 

資料：中之条町（令和２年１０月時点） 
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・世帯主の年齢は70歳以上が28.5％を占め、50歳代以上では66.5％を占めている。 

 

 

 

 

 

  

図 世帯主年齢別世帯数（団地別） 

 

図 世帯主年齢別世帯構成比（全体） 

 

資料：中之条町（令和２年１０月時点） 

 

資料：中之条町（令和２年１０月時点） 
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・町営住宅全体の平均世帯当たり人員は2.4人となっており、2人を上回る団地は11団地であ

る。 

 

 

 

  

図 団地別平均世帯人員（団地別） 
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資料：中之条町（令和２年１０月時点） 
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３ 入居人口の構成 

・町営住宅全体では、高齢者の入居者割合が50%以上のものが5団地と約3割を占めている。 

・逆に、中之条団地、赤岩団地、引沼団地、小雨ハイツ、平沢団地は高齢者の入居者はみられ

ない。 

 
 

 
 
 
 
  

図 年齢別入居者構成比（団地別） 
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資料：中之条町（令和２年１０月時点） 
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４ 居住水準 

・居住面積水準に照らして最低居住面積水準未満の状況をみると、町営住宅全入居世帯のうち

4.5％の9世帯となっている。 

 

 

※世帯人員から居住面積水準を算定 

  

資料：中之条町（令和２年１０月時点） 

 

表 世帯人員別世帯数と居住面積水準（団地別）     注：全員成人と想定 

1人 2人 3人 4人 5人 6人 7人

25㎡ 30㎡ 40㎡ 50㎡ 60㎡ 70㎡ 80㎡ （㎡）

1 公営住宅 小川 2K 1F 8 6 3 1 0 0 0 18 32.4 4 22.2%

2 公営住宅 第２小川 3K 1F 13 16 7 2 0 0 0 38 51.1 0 0.0%

3 公営住宅 永田原 3DK 3F 5 9 5 3 0 0 0 22 62.5 0 0.0%

4 公営住宅 中之条 3DK 2F 0 2 4 1 0 0 0 7 63.9 0 0.0%

5 公営住宅 西中之条 1DK/2DK 2F 4 4 0 0 0 0 0 8 70.6 0 0.0%

6 公営住宅 赤岩 3DK 1F 0 0 0 0 0 1 0 1 54.6 1 100.0%

7 公営住宅 小雨 3DK 1F 1 0 0 0 0 0 0 1 54.6 0 0.0%

8 公営住宅 小倉 3DK 1F 2 0 0 0 0 0 0 2 61.4 0 0.0%

9 公営住宅 生須 3DK 1F 3 3 2 2 1 0 0 11 72.8 0 0.0%

10 公営住宅 引沼 3DK 1F 2 2 0 1 0 0 0 5 72.8 0 0.0%

11 単独住宅 折田 3K 1F 2 0 2 0 0 0 0 4 52.9 0 0.0%

12 単独住宅 １２区団地 2K 1F 0 1 0 0 0 0 0 1 42.9 0 0.0%

13 単独住宅 オガワハウス 2DK 5F/6F 53 15 4 0 0 0 0 72 38.1 4 5.6%

14 単独住宅 小雨ハイツ 1DK/3DK 2F/3F 0 0 0 2 0 0 0 2 70.4 0 0.0%

15 単独住宅 日影ハイツ 2DK 1F 2 0 0 0 0 0 0 2 55.0 0 0.0%

16
特定公共
賃貸住宅

平沢 3DK 1F 1 1 1 1 0 0 0 4 76.1 0 0.0%

17
特定公共
賃貸住宅

世立 3DK 2F 0 1 0 0 1 0 0 2 84.0 0 0.0%

96 60 28 13 2 1 0 200 9 4.5%

住戸規模
最低居住面積水準

未満世帯
合計

合計

団地名種別No 間取 階数

世帯人員

居住面積水準※
世帯数 世帯率



34 

 

62.0%

5.0%

4.0%

5.5%

7.0%

4.5%

3.5%

8.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ Ⅶ Ⅷ

５ 収入分位 

・町営住宅では入居者の家賃算定等に当たって月収の区分を収入に応じて第Ⅰ分位から第Ⅷ分

位までの8段階に区分している。入居時の資格は第Ⅳ区分以下までとなっている。 

・町営住宅入居者の収入分位を見ると、本来階層（収入分位Ⅳまで）が76.5%、本来階層以外

（収入分位Ⅴ以上）が23.5%となっている。 

 

 

 

・収入分位別の割合を世帯ベースでみると本来階層は、第Ⅰ分位が62.0％と最も多く、第Ⅱ

分位が5.0%、第Ⅲ分位が4.0％、第Ⅳ分位が5.5%となっている。 

     

  

グ

資料：中之条町（令和２年１０月時点） 

 

表 収入分位別世帯数（団地別） 

図 収入分位別世帯構成比 

資料：中之条町（令和２年１０月時点） 

 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ Ⅶ Ⅷ その他

104以下
104～
123以下

123～
139以下

139～
158以下

158～
186以下

186～
214以下

214～
259以下

259以上 その他

1 公営住宅 小川 24 18 14 0 0 1 1 1 0 1 0 18

2 公営住宅 第２小川 42 38 27 3 0 3 1 1 1 2 0 38

3 公営住宅 永田原 24 22 11 0 3 1 0 1 3 3 0 22

4 公営住宅 中之条 8 7 6 1 0 0 0 0 0 0 0 7

5 公営住宅 西中之条 8 8 5 1 0 1 1 0 0 0 0 8

6 公営住宅 赤岩 4 1 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1

7 公営住宅 小雨 2 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0 1

8 公営住宅 小倉 2 2 1 0 0 0 1 0 0 0 0 2

9 公営住宅 生須 12 11 6 1 0 0 2 0 0 2 0 11

10 公営住宅 引沼 8 5 2 1 0 1 1 0 0 0 0 5

11 単独住宅 折田 6 4 2 0 0 1 0 0 0 1 0 4

12 単独住宅 １２区団地 2 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0 1

13 単独住宅 オガワハウス 80 72 48 1 4 3 7 4 1 4 0 72

14 単独住宅 小雨ハイツ 5 2 0 0 0 0 0 0 1 1 0 2

15 単独住宅 日影ハイツ 2 2 0 1 0 0 0 1 0 0 0 2

16 特定公共賃貸住宅 平沢 6 4 0 0 0 0 0 1 1 2 0 4

17 特定公共賃貸住宅 世立 3 2 0 0 1 0 0 0 0 1 0 2

238 200 124 10 8 11 14 9 7 17 0 200

1 公営住宅 小川 24 18 77.8% 0.0% 0.0% 5.6% 5.6% 5.6% 0.0% 5.6% 0.0% 100.0%

2 公営住宅 第２小川 42 38 71.1% 7.9% 0.0% 7.9% 2.6% 2.6% 2.6% 5.3% 0.0% 100.0%

3 公営住宅 永田原 24 22 50.0% 0.0% 13.6% 4.5% 0.0% 4.5% 13.6% 13.6% 0.0% 100.0%

4 公営住宅 中之条 8 7 85.7% 14.3% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0%

5 公営住宅 西中之条 8 8 62.5% 12.5% 0.0% 12.5% 12.5% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0%

6 公営住宅 赤岩 4 1 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0%

7 公営住宅 小雨 2 1 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0%

8 公営住宅 小倉 2 2 50.0% 0.0% 0.0% 0.0% 50.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0%

9 公営住宅 生須 12 11 54.5% 9.1% 0.0% 0.0% 18.2% 0.0% 0.0% 18.2% 0.0% 100.0%

10 公営住宅 引沼 8 5 40.0% 20.0% 0.0% 20.0% 20.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0%

11 単独住宅 折田 6 4 50.0% 0.0% 0.0% 25.0% 0.0% 0.0% 0.0% 25.0% 0.0% 100.0%

12 単独住宅 １２区団地 2 1 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0%

13 単独住宅 オガワハウス 80 72 66.7% 1.4% 5.6% 4.2% 9.7% 5.6% 1.4% 5.6% 0.0% 100.0%

14 単独住宅 小雨ハイツ 5 2 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 50.0% 50.0% 0.0% 100.0%

15 単独住宅 日影ハイツ 2 2 0.0% 50.0% 0.0% 0.0% 0.0% 50.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0%

16 特定公共賃貸住宅 平沢 6 4 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 25.0% 25.0% 50.0% 0.0% 100.0%

17 特定公共賃貸住宅 世立 3 2 0.0% 0.0% 50.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 50.0% 0.0% 100.0%

238 200 62.0% 5.0% 4.0% 5.5% 7.0% 4.5% 3.5% 8.5% 0.0% 100.0%

入居世帯
（世帯）

収入分位（分位中の算用数字の単位は千円）

合計

世帯数

構成比
（％）

合計

団地名
管理戸数
（戸）

合計
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6 応募倍率の状況 

・町営住宅の応募状況は、この5年間の募集戸数95戸に対して申込者数172と上回ってい

る。 

 

 

 

 

  

  募集戸数 申込者数 応募倍率 

H27 24 42 1.75 

H28 18 38 2.11 

H29 26 33 1.27 

H30 15 26 1.73 

H31(R1) 12 33 2.75 

合計（５年間） 95 172 1.81 
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表 応募倍率の状況（年度別） 

図 応募倍率の状況（年度別） 

(戸) (人) 

資料：中之条町（令和２年１０月時点） 

 

資料：中之条町（令和２年１０月時点） 
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7 収入超過者・高額所得者に対する取組状況 

●収入超過者に対する取組状況 

 収入申告書による調査の結果により、世帯収入額が町営住宅の入居収入基準158,000円を

超過していると認定された者に対して、収入基準超過者認定通知書を送付している。収入超

過者には、通知書の送付後に住宅を明け渡すよう努めていただくようにしている。 

 

●高額所得者に対する取組状況 

 収入申告書による調査の結果により、決定収入額が高額所得者認定基準313,001円を超過

していると認定された者に対して、高額所得者認定通知書を送付している。高額所得者に

は、通知書の送付後に住宅を明け渡すよう努めていただくようにしている。 
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１-６ 町営住宅の需要推計 

１ 推計方法 

・策定指針に基づき、「ストック推計プログラム（著しい困窮年収未満の世帯数の推計）」を用

い、将来（30年程度の中長期）における町営住宅の施策対象世帯数のうち、自力では最低

居住面積水準を達成することが著しく困難な年収である世帯（著しい困窮年収未満世帯）を

推計する。 

・推計の流れは、「公営住宅長寿命化計画策定指針（改定）」において示されているストック量

の推計に準じて、以下のとおり実施する。 

 

図 将来のストック量の推計の流れ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

０－３－１ 

都道府県の世帯主の男女 

・年齢５歳階級別・ 

家族類型別世帯主率の推計値 

【公表値】 

０－３－３ 

対象市町村の将来世帯数の推計 

【（将来人口推計値（国立社会保障・人口問題研究所）×（０－３－２）で算出】 

０－３－２ 

対象市町村の世帯主の男女・年齢５歳階級別 

・家族類型別世帯主率の推計値 

【（０－３－１）×（０－２）で算出】 

０－１－１ 

対象市町村の各年齢５歳階級別の 

世帯主率の過去の推移 

（年齢 5 歳階級別の人口／世帯数） 

０－１－２ 

都道府県の各年齢５歳階級別の 

世帯主率の過去の推移 

（年齢 5 歳階級別の人口／世帯数） 

０－１－３ 

各年齢５歳階級別について、対象市町村の世帯主率と 

都道府県の世帯主率の相対的格差のこれまでの推移の把握 

０－２ 

各年齢５歳階級別について、対象市町村の世帯主率と 

都道府県の世帯主率の相対的格差の将来値の予測 

【
手
順
１
】 
【
手
順
２
】 

【
手
順
３
】 

【ステップ０】事業主体単位の世帯数の推計（世帯主年齢５歳階級別世帯類型別） 

※人口に世帯主率（人口に占める世帯主数の割合）を乗じて世帯数を推計する。 

世帯数 世帯主数 人口 
世帯主率 

（人口に占める世帯主数の割合） 
× ＝ ＝ 
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【ステップ１】借家世帯の世帯人員・収入分位別世帯数の推計 

１）住宅所有関係・世帯人員・年間収入階級別世帯数の推計 

２）借家世帯の世帯人員・収入分位五分位階級別世帯数の推計 

※将来のある時点（目標年次）の借家世帯の世帯人員・収入別世帯数を算出する。 

１－１ 目標年次における世帯数 １－２ 目標年次における住宅の所有 
関係（持借別）・世帯人員・ 
年間収入階級別世帯数の構成比 
⇒ Ｐ39 １－３ 目標年次における住宅の所有関係・世

帯人員・年間収入階級別世帯数 

１－４ 収入分位五分位階級の境界値 
    ⇒ Ｐ41 

１－５ 目標年次における借家世帯の世帯人
員・収入分位五分位階級別世帯数 

【ステップ２】公営住宅収入基準を満たす世帯数のうち「公営住宅の施策対象世帯数」の推計 

１）基準年収以下の世帯の割合 

・本来階層：収入分位25％以下の世帯 

・裁量階層：収入分位40％（50％）以下の世帯 

２）本来階層の世帯数の推計 

３）裁量階層の世帯数の推計 

※公営住宅の施策対象世帯数を推計する。 

２－１ 目標年次における収入分位五分位階級別の基準年収（政令月収）以下の世帯の割合 

２－２ 目標年次における収入分位 25％ 
以下の世帯数（借家の世帯人員 
・収入分位五分位階級別） 

２－３ 目標年次における収入分位 25％～ 
40％（50％）以下の世帯数（借家の世
帯人員・収入分位五分位階級別） 

２－４ 目標年次における公営住宅の施策対象世帯数 

【ステップ３】公営住宅の施策対象世帯のうち「著しい困窮年収未満の世帯数」の推計 

１）最低居住面積水準の民間賃貸住宅の家賃水準の推計 

２）適正な家賃負担率の範囲で最低居住面積水準の民間賃貸住宅の入居に必要な 

年収の推計 

３）必要年収未満の世帯数の推計【借家の世帯人員・収入分位別】 

※公営住宅の施策対象世帯のうち「著しい困窮年収未満の世帯数」を推計する。 

３－１ 目標年次における民間賃貸住宅の１㎡あたりの家賃単価 ⇒ Ｐ42 

３－２ 目標年次における世帯人員別の最低居住面積水準（延床面積）を満たす民間賃貸住宅
の１ヶ月あたりの家賃 

３－３ 目標年次における適正な家賃負担限度率の範囲で最低居住面積水準の民間賃貸住宅に
居住するために必要な年収 

３－４ 必要年収未満の世帯数の割合 

３－５ 公営住宅の施策対象世帯のうち「著しい困窮年収未満の世帯数」 
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２ 推計結果からみた中之条町における著しい困窮年収未満世帯の検討 

・ストック推計では、以下の３つの変数を、自ら設定する構成となっている。 

① 目標年次における住宅の所有関係（持借別）・世帯人員・年間収入階級別世帯数の構成比 

② 収入分位五分位階級の境界値 

③ 目標年次における民間賃貸住宅の１㎡あたりの家賃単価 

 

① 目標年次における住宅の所有関係（持借別）・世帯人員・年間収入階級別世帯数の構成比 

・持ち家と借家比率の決定係数の観点からみると、Ⓐ線形近似が優位である。 

・ただし、線形近似から予測される借家率は、2015年から2040年までに9.0％下がる傾向

を示しており、このような急激な減少は考えにくい。よって借家率の減少割合が最も少ない

Ⓑ対数近似を採用する。 

 

 

 

 

 

  

  

Ａ．線形近似式の当てはめ Ｂ．対数近似式の当てはめ Ｃ．指数近似式の当てはめ

持家 持家 持家
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A．線形 B．対数 C．指数

持ち家 0.7504 0.6113 0.7504

借家 0.7504 0.6113 0.7504

平均 0.7504 0.6113 0.7504

①世帯の年間収入階級・世帯人員・住宅の所有の関係
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・各推計別の借家数は、以下のようになる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年

一般世帯総数 6,453 6,138 5,748 5,370 4,948 4,572

借家数

Ａ．線形 986 774 575 444 343 286

Ｂ．対数 1,063 935 824 731 642 567

Ｃ．指数 967 788 639 524 430 359

Ａ．線形（借家率） 15 .3% 12 .6% 10 .0% 8 .3% 6 .9% 6 .3%

Ｂ．対数（借家率） 16 .5% 15 .2% 14 .3% 13 .6% 13 .0% 12 .4%

Ｃ．指数（借家率） 15 .0% 12 .8% 11 .1% 9 .8% 8 .7% 7 .9%

(世帯数) 

↓対数 

(借家率) 
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② 収入分位五分位階級の境界値 

・町営住宅の入居者層はⅠ～Ⅳ分位であるが、この中で最も多くの居住者が占める第Ⅰ分位を

含むⅠ・Ⅱの決定係数が最も優位なⒶ線形近似を採用する。 

  

(決定係数：Ｒ２) Ⓐ線形近似 Ⓑ対数近似 Ⓒ指数近似 直近実績値 

Ⅰ・Ⅱ 0.9310 0.8144 0.9308 - 

Ⅱ・Ⅲ 0.9676 0.8671 0.9675 - 

Ⅲ・Ⅳ 0.9570 0.9088 0.9592 - 

Ⅳ・Ⅴ 0.9194 0.9205 0.9214 - 

平均 0.9438 0.8777 0.9447 - 

 

 
 

Ａ．線形近似式の当てはめ Ｂ．対数近似式の当てはめ Ｃ．指数近似式の当てはめ

第Ⅰ・第Ⅱ分位境界値 第Ⅰ・第Ⅱ分位境界値 第Ⅰ・第Ⅱ分位境界値

第Ⅱ・第Ⅲ分位境界値 第Ⅱ・第Ⅲ分位境界値 第Ⅱ・第Ⅲ分位境界値

第Ⅲ・第Ⅳ分位境界値 第Ⅲ・第Ⅳ分位境界値 第Ⅲ・第Ⅳ分位境界値

第Ⅳ・第Ⅴ分位境界値 第Ⅳ・第Ⅴ分位境界値 第Ⅳ・第Ⅴ分位境界値
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第Ⅰ・第Ⅱ
分位

第Ⅱ・第Ⅲ
分位

第Ⅲ・第Ⅳ
分位

第Ⅳ・第Ⅴ
分位

2002年 280 415 583 839
2003年 278 412 576 809
2004年 279 405 566 808
2005年 273 401 556 793
2006年 265 392 545 783
2007年 268 396 540 778
2008年 269 393 546 774
2009年 257 378 525 759
2010年 251 375 517 742
2011年 252 371 508 731
2012年 248 364 503 722
2013年 251 367 505 735
2014年 244 360 504 737
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③ 目標年次における民間賃貸住宅の１㎡あたりの家賃単価 

・決定係数が最も高いⒷ対数近似を採用する。 

 

  

（決定係数：Ｒ２）  

Ⓐ線形近似 0.0028 

Ⓑ対数近似 0.0061 

©指数近似 0.0036 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

↓対数 

(円/㎡) 
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④ まとめ 

・①～③の検討結果（Ⓑ対数、Ⓐ線形、Ⓑ対数）を踏まえ、中之条町における著しい困窮年収

未満世帯数は、2040年度央は70世帯と推計される。 

①著しい困窮年収未満の世帯の総数

年度央 2015 2020 2025 2030 2035 2040

著しい困窮年収未満の世帯数 181 150 122 101 84 70

②世帯人員別の著しい困窮年収未満の世帯
■世帯数

2015
年度央

2020
年度央

2025
年度央

2030
年度央

2035
年度央

2040
年度央

1人（60歳以上高齢者） 71 64 57 51 47 42

2人 46 37 29 24 19 15

3人 34 26 19 13 9 6

4人 20 17 12 9 7 5

5人 7 6 4 3 2 2

6人以上 3 2 1 1 1 1

合計 181 150 122 101 84 70

■構成割合

2015
年度央

2020
年度央

2025
年度央

2030
年度央

2035
年度央

2040
年度央

1人（60歳以上高齢者） 39.3% 42.2% 46.1% 50.9% 55.7% 60.0%

2人 25.3% 24.5% 24.0% 23.3% 22.2% 21.2%

3人 18.7% 17.1% 15.4% 12.7% 10.3% 8.6%

4人 11.3% 11.0% 10.0% 8.9% 8.0% 6.8%

5人 4.1% 3.9% 3.5% 3.2% 2.8% 2.5%

6人以上 1.4% 1.3% 1.0% 0.9% 1.0% 0.9%

合計 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

181

150

122

101

84
70
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■（参考）推計パターン別著しい困窮年収未満世帯数 

 

  

① ② ③

2015年

世帯

総数

2040年

世帯

総数

2015年

借家

総数

2040年

借家

総数

2015

年度央

2040

年度央

2015

年度央

2040

年度央

2015

年度央

2040

年度央

A．線形 A．線形 A．線形 6,453 4,572 986 286 156 0 2.4% 0.0% 15.8% 0.0%

A．線形 A．線形 B．対数 6,453 4,572 986 286 156 0 2.4% 0.0% 15.8% 0.0%

A．線形 A．線形 C．指数 6,453 4,572 986 286 156 0 2.4% 0.0% 15.8% 0.0%

A．線形 B．対数 A．線形 6,453 4,572 986 286 156 1 2.4% 0.0% 15.8% 0.5%

A．線形 B．対数 B．対数 6,453 4,572 986 286 156 1 2.4% 0.0% 15.8% 0.5%

A．線形 B．対数 C．指数 6,453 4,572 986 286 156 1 2.4% 0.0% 15.8% 0.5%

A．線形 C．指数 A．線形 6,453 4,572 986 286 156 0 2.4% 0.0% 15.8% 0.1%

A．線形 C．指数 B．対数 6,453 4,572 986 286 156 0 2.4% 0.0% 15.8% 0.1%

A．線形 C．指数 C．指数 6,453 4,572 986 286 156 0 2.4% 0.0% 15.8% 0.1%

B．対数 A．線形 A．線形 6,453 4,572 1,063 567 181 70 2.8% 1.5% 17.0% 12.2%

B．対数 A．線形 B．対数 6,453 4,572 1,063 567 181 70 2.8% 1.5% 17.0% 12.2%

B．対数 A．線形 C．指数 6,453 4,572 1,063 567 181 70 2.8% 1.5% 17.0% 12.2%

B．対数 B．対数 A．線形 6,453 4,572 1,063 567 181 73 2.8% 1.6% 17.0% 12.8%

B．対数 B．対数 B．対数 6,453 4,572 1,063 567 181 73 2.8% 1.6% 17.0% 12.8%

B．対数 B．対数 C．指数 6,453 4,572 1,063 567 181 73 2.8% 1.6% 17.0% 12.8%

B．対数 C．指数 A．線形 6,453 4,572 1,063 567 181 70 2.8% 1.5% 17.0% 12.3%

B．対数 C．指数 B．対数 6,453 4,572 1,063 567 181 70 2.8% 1.5% 17.0% 12.3%

B．対数 C．指数 C．指数 6,453 4,572 1,063 567 181 70 2.8% 1.5% 17.0% 12.3%

C．指数 A．線形 A．線形 6,453 4,572 967 359 153 21 2.4% 0.5% 15.8% 5.8%

C．指数 A．線形 B．対数 6,453 4,572 967 359 153 21 2.4% 0.5% 15.8% 5.8%

C．指数 A．線形 C．指数 6,453 4,572 967 359 153 21 2.4% 0.5% 15.8% 5.8%

C．指数 B．対数 A．線形 6,453 4,572 967 359 153 23 2.4% 0.5% 15.8% 6.4%

C．指数 B．対数 B．対数 6,453 4,572 967 359 153 23 2.4% 0.5% 15.8% 6.4%

C．指数 B．対数 C．指数 6,453 4,572 967 359 153 23 2.4% 0.5% 15.8% 6.4%

C．指数 C．指数 A．線形 6,453 4,572 967 359 153 21 2.4% 0.5% 15.8% 5.9%

C．指数 C．指数 B．対数 6,453 4,572 967 359 153 21 2.4% 0.5% 15.8% 5.9%

C．指数 C．指数 C．指数 6,453 4,572 967 359 153 21 2.4% 0.5% 15.8% 5.9%

一般世帯総数 借家総数

著しい困窮年収未満世帯数

世帯の年間収入

階級・世帯人

員・住宅の所有

の関係

年間収入

五分位

境界値

民営借家の

１㎡当たり

家賃

合計
世帯総数に

占める割合

借家総数に

占める割合
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y = -22.227x + 195.83
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y = -62.92ln(x) + 187.03
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⑤ 2050 年度末（現在から 30 年後）における著しい困窮年収未満世帯数の推計 

・中之条町における町営住宅の中長期（現在から30年後）の見通しを検討するにあたり、

2015年度央から2040年度央の値を用い、2049年度末の著しい困窮年収未満世帯数の推

計を行う。 

・年度と世帯の関係を示す決定係数が最も優位である指数近似を採用する。 

・推計の結果、2049年度末における著しい困窮年収未満世帯数は、48世帯となる。 

 

（決定係数：Ｒ２）  

線形近似 0.9793 

対数近似 0.9845 

指数近似 0.9998 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

48 

154 
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3 将来のストック量の推計 

・平成30年1月に国土交通省住宅局住宅総合整備課から事務連絡のあった、「著しい困窮年収

未満の世帯」への対応の考えを踏まえ、全ての借家（町営住宅だけでなく民間賃貸住宅等も

含む借家）に居住する「著しい困窮年収未満の世帯」へ対する、町営住宅及び低廉な家賃か

つ一定の質が確保された民間賃貸住宅のストック量の妥当性を確認する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ステップ１ ストック推計結果の整理 

・ストック推計結果に基づき、2040 年度までの著しい困窮年収未満の世帯の推移を表形式等で 

整理する。（⇒Ｐ47 参照） 

ステップ 2 住宅ストックの概況の把握 

・平成 25 年の住宅・土地統計調査結果等を用いて、現在の所有関係別の住宅ストック数等を把握 

する。（⇒Ｐ47 参照） 

ステップ 3 「低廉な家賃かつ一定の質が確保された民間賃貸住宅」数の算定 

① 民間賃貸住宅の市場家賃の把握 

・平成 25 年の住宅・土地統計調査結果を用いて、現在の「延べ面積区分・家賃帯別民

間借家（専用住宅）数」を把握する。（⇒Ｐ48 参照） 

②「低廉な家賃かつ一定の質が確保された民間賃貸住宅」の考え方の設定 

・「低廉な家賃」⇒住宅扶助費※一般基準上限額以内の家賃を低廉な家賃と設定 

（⇒Ｐ48 参照） 

※生活保護法に位置付けられている８種類の扶助の一つ。住宅扶助（家賃・間代等）の限度額（共

益費・管理費は含まない）は世帯の人数等によって異なる。 

・「一定の質」⇒最低居住水準を満たす住宅を一定の質と設定（⇒Ｐ48 参照） 

  ③「低廉な家賃かつ一定の質が確保された民間賃貸住宅」数の算定 

・「延べ面積区分・家賃帯別民間借家（専用住宅）数」の表を考慮しながら、現在の「低

廉な家賃かつ一定の質が確保された民間賃貸住宅」数を算定する。（⇒Ｐ50 参照） 

・「民間借家（専用住宅）数」に対する「低廉な家賃かつ一定の質が確保された民間賃

貸住宅」の割合と同程度の住宅が「低廉な家賃かつ一定の質が確保されたＵＲ・公社

住宅」とする。（⇒Ｐ50 参照） 

ステップ 4 著しい困窮年収未満の世帯への対応と 2040 年度までの目標管理戸数の確認 

・2040 年度までの著しい困窮年収未満の世帯数（＝必要量）の推移とともに、将来の

総世帯数の減少等を勘案しつつ、受け皿となる公営住宅、低廉かつ一定の質が確保さ

れた民間賃貸住宅等（＝対応可能量）の推移を整理する。（⇒Ｐ51 参照） 

・「対応可能量」が「必要量」を上回ることを検証しつつ、公営住宅の 2040 年度（令

和 22 年）の目標管理戸数を設定する。（⇒Ｐ51 参照） 
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単位：戸

住宅総数 8,150 （統） 居住世帯の 6,510 （統） 専用住宅 6,280 （統） 持ち家 5,220 （統）
ある住宅 96.5% 80.2%

公営の借家 229 (実）

（町営及び県営） 3.5%

都市再生機構 9 (実）
・公社の借家 0.0%

民営借家 830 （統）
12.7%

給与住宅 80 （統）
1.2%

店舗その他 230 （統）
の併用住宅 3.5%

居住世帯の 1,630 （統） 空き家 1,600 （統） 二次的住宅※2 220 （統）
ない住宅 賃貸用の住宅 100

売却用の住宅 10
その他の住宅 1,260

一時現在者 30 （統）

のみの住宅※1

建築中の 0 （統）
住宅

※1：「一時現在者のみの住宅」とは、昼間だけ使用しているとか、何人かの人が交代で寝泊まりしているなど、そこに普段居住しているものが
　　　一人もいない住宅
※2：「二次的住宅」とは、別荘及び残業で遅くなった時に寝泊まりするなど、たまに寝泊まりしている人がいる住宅

ステップ1 ストック推計結果の整理 

・ストック推計結果に基づき、中之条町におけるストック推計結果（Ⓑ対数、Ⓐ線形、Ⓑ対

数）を整理する。 

 

単位：年度 2015 2020 2025 2030 2035 2040 

総世帯数 

（単位：世帯） 

6,453 6,138 5,748 5,370 4,948 4,572 

100.0% 95.1% 89.1% 83.2% 76.7% 70.8% 

著しい困窮年収未満の 

世帯数（単位：世帯） 

181 150 122 101 84 70 

100.0% 83.3% 68.4% 56.2% 46.7% 38.6% 

 

ステップ２ 住宅ストックの概況の把握 

・平成 25 年の住宅・土地統計調査結果等を用いて、中之条町の所有関係別の住宅ストック数等

を把握する。 

 

 

  

※ア：「公営の借家」は、令和２年に管理している実数として、町営住宅229戸を記載している。 

※イ：「民間賃貸住宅」は、民営借家 830 戸と給与借家 80 戸の総数 910 戸である。（P50②に用いる） 

※ウ：「空き家となっている賃貸用の住宅」は、100 戸ある。（P50②に用いる） 

（統）：統計データを用いた数値 

（実）：実数を用いた数値 

※各項目下段の％は 2015 年度を基準にした場

合の増減割合 

資料：平成２５年住宅・土地統計調査 

※ア 

※イ 

※ウ 
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ステップ3 「低廉な家賃かつ一定の質が確保された民間賃貸住宅」数の算定 

① 民間賃貸住宅の市場家賃の把握 

・国交省が提示している平成２５年の「住宅・土地統計調査結果（確定集計 都道府県編（都

道府県・市町村） 市区町村 第74表、第84表）」、を用いて民間賃貸住宅の市場家賃等を

把握する。 

 

② 「低廉な家賃かつ一定の質が確保された民間賃貸住宅」の考え方の設定 

・国交省は「低廉な家賃かつ一定の質が確保された民間賃貸住宅及びＵＲ・公社住宅」を以下

の枠内の条件を満たすものと提示している。 

・ただし、中之条町の「住宅扶助費一般基準上限額」が国交省の前提条件と数値が異なること

等の課題があるため、国交省の提示した考え方を踏まえつつ、中之条町の実態に即した「低

廉な家賃かつ一定の質が確保された民間賃貸住宅及びＵＲ・公社住宅（以後、「低廉な家賃

かつ一定の質が確保された民間賃貸住宅等」という。）の算定を行う必要がある。 

・今回の算定においては「①住宅扶助費一般基準上限額以下、②最低居住水準以上、③昭和

56（1981）年以降建設」の民間賃貸住宅が「低廉な家賃かつ一定の質が確保された民間

賃貸住宅等」と定義した上で、中之条町の実態に即した算定を行う。 
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【中之条町における設定条件】 

中之条町おける「低廉な家賃かつ一定の質が確保された民間賃貸住宅」として、次の２点を 

考慮することとする。 

① 下記の 3 級地の住宅扶助費一般基準上限額を考慮し、1 人世帯は 30,000 円未満、２人

以上の世帯については、40,000 円未満を「低廉な家賃」と考える。 

② 住宅面積が 25 平方メートル以上（１人世帯の最低居住面積水準は上回るストックを対

象）であることに加えて、耐震性が確保されていると考えられる昭和 56 年（1981 年）

以降に建設されたストックを「一定の質」と考える。 

■住宅扶助費一般基準上限額（中之条町） 

級地 １人 ２人 ３～５人 ６人 ７人以上 

前橋市・高崎市 34,200 円 31,000 円 44,500 円 48,000 円 53,400 円 

２級地（桐生市）  30,000 円 36,000 円 39,000 円 42,000 円 47,000 円 

３級地（上記以外） 30,700 円 37,000 円 39,900 円 43,000 円 47,900 円 

 

■最低居住水準 

１人 ２人 ３人 ４人 ５人 ６人 ７人 
25 ㎡ 30 ㎡ 40 ㎡ 50 ㎡ 60 ㎡ 70 ㎡ 80 ㎡ 

※２人以上は「人数×10 ㎡＋10 ㎡」 

 

■耐震性の確保（昭和 56（1981）年以降に建設） 

・国交省が提示している平成25年の「住宅・土地統計調査結果（確定集計 都道府県編（都

道府県・市町村）市区町村 第6-3表）」を用いて中之条町の民間賃貸住宅における耐震化率

を把握する。 

⇒中之条町の民営借家における耐震化率は、57.7％である。 

 

■最低居住水準以上かつ住宅扶助費一般基準上限額以下に該当する民間賃貸住宅 

・民間賃貸住宅のうち、耐震性の確保された（耐震化率＝57.7％）が、「低廉な家賃かつ一定

の質が確保された民間賃貸住宅等」となる。 

 

  

総数 １万円 1～2万円 2～3万円 3～4万円 4～5万円 5～6万円 6～7万円 7万円
未満 未満 未満 未満 未満 未満 未満 以上

　　　 29　　 ㎡　　以　　下 650 90 10 150 150 125 125 0 0
　　　 30　　  ～　 　　39㎡ 88 23 0 1 1 31 31 0 3
　　　 40　　  ～　 　　49㎡ 139 27 1 5 5 50 50 0 2

　　　 50　　  ～　　 　69 50 5 15 5 5 10 10 0 2
　　　 70　　  ～　 　　79 25 2 7 3 3 5 5 0 1
　　　 80㎡以上 25 2 7 3 3 5 5 0 1

978 150 40 165 165 225 225 0 8

中之条町における「低廉な家賃かつ一定の質」が確保した民間賃貸住宅 

 

「上記表の網掛け部のストック：115 戸」×「昭和 56 年以降に建設され

た民営借家率 57.7％」≒66 戸 
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③ 中之条町における「低廉な家賃かつ一定の質が確保された民間賃貸住宅」数の算定 

・「②「低廉な家賃かつ一定の質が確保された民間賃貸住宅」の考え方の設定」を踏まえて、

中之条町における「低廉な家賃かつ一定の質が確保された民間賃貸住宅」数を算定する。 

 

① 「民間賃貸住宅」に占める低廉な家賃かつ一定の質が確保された民間賃貸住宅の供給戸数 

住宅扶助費一般基準上限額以下かつ最低居住水準以上の民間賃貸住宅 115 戸 a  

中之条町の民間賃貸住宅のうち昭和 56 年以降に建設した割合 57.7％ b   

低廉な家賃かつ一定の質が確保された民間賃貸住宅【民間賃貸住宅】 66 戸 c = a × b 

・現在賃貸物件として活用されている賃貸住宅のうち66戸が「低廉な家賃かつ一定の質が確

保された民間賃貸住宅」となる。 

 

② 「賃貸用の空き家」に占める低廉な家賃かつ一定の質が確保された民間賃貸住宅の供給戸数 

低廉な家賃かつ一定の質が確保された民間賃貸住宅 66 戸 c = a × b 

民間賃貸住宅の総数（民間借家＋給与借家の総数） 910 戸 
ｄ  

（830＋80） 

民間賃貸住宅のうち低廉な家賃かつ一定の質が確保された民間賃貸住宅の割合 7.3％ 
e = c / d 

(e ＝66/910) 

空き家となっている賃貸用の住宅   100 戸 f  

低廉な家賃かつ一定の質が確保された民間賃貸住宅【賃貸用の空き家】 7 戸 
g= f × e 

(e =100×7.3） 

※イ：「民間賃貸住宅」の総数 910 戸の総数は、P47 から用いている。 

※ウ：「空き家となっている賃貸用の住宅」の 100 戸は、P47 から用いている。 

 

・ただし、「低廉な家賃かつ一定の質が確保された民間賃貸住宅」の66戸以外に「空き家と

なっている賃貸用の住宅」が100戸あり、このうち7.3％の7戸についても「低廉な家賃か

つ一定の質が確保された民間賃貸住宅」に含めることが可能である。 

 

・以上のことから、中之条町には66戸＋7戸の合計73戸が「低廉な家賃かつ一定の質が確保

された民間賃貸住宅」となる。 

 

  

・・・※イ 

・・・※ウ 
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ステップ4 著しい困窮年収未満世帯への対応と2040年度（令和22年度）の目標管理戸数の確認 

・2040年度央の「著しい困窮年収未満世帯数」は70世帯と推計される。一方で備考欄に示

すような考え方に基づくと2040年度の「低廉な家賃かつ一定の質が確保された民間賃貸住

宅等」は52戸供給されると考えられ、町営住宅114戸と合わせ166戸となり、著しい困窮

年収未満世帯数を上回る供給が可能であることが確認できる。町営住宅の将来値の設定にあ

たり、新たな供給を想定せず、耐用年数超過後順次廃止する方向としているが、将来、供給

予定戸数が需要と大きく乖離することが確実となった場合は、廃止を前倒しにするなど、供

給戸数の見直しを行う。 

※1：世帯数の増減に合わせて変動すると仮定 

 

  

現状値

2015 2020 2025 2030 2035 2040

H27 R2 R7 R12 R17 R22

6,453 6,138 5,748 5,370 4,948 4,572

「公営住宅等長寿命化計
画策定指針（改定）
（H28.8国土交通省）」の
将来のストック量の推計
より

100.0% 95.1% 89.1% 83.2% 76.7% 70.8% Ｈ27年に対する割合

181 150 122 101 84 70

「公営住宅等長寿命化計
画策定指針（改定）
（H28.8国土交通省）」の
将来のストック量の推計
より

100.0% 83.2% 67.7% 55.9% 46.4% 38.4% Ｈ27年に対する割合

町営 229 229 133 122 122 114

県営 0 0 0 0 0 0

小計 229 229 133 122 122 114

都市再生機構 0 0 0 0 0 0

その他公的賃貸 9 9 3 0 0 0

小計 9 9 3 0 0 0

民間賃貸住宅 66 63 59 55 51 47

賃貸用の空き家 7 7 6 6 5 5

小計 73 69 65 61 56 52

311 307 201 183 178 166

130 157 79 82 94 96

172.0% 204.3% 164.1% 180.9% 212.2% 238.4%

時期（単位：年度）

推計値

備考

１.世帯数

2．ストック（著しい困窮年収未満世帯）推計結果
（単位：世帯）

低家賃かつ一定
の質が担保され
た民間賃貸住宅
等

※1

合計

著しい困窮年収未満世帯に対する低家賃かつ一
定の質が確保された住宅の充足状況

3．対応
(単位：戸)

公営
住宅

ストック状況の把握で整
理した数値と異なるため、
町営住宅は耐用年数に応
じた実数値を採用

低家賃かつ一定
の質が確保され
たＵＲ・公社住宅
等

・都市再生機構は「0」
・その他公的賃貸は、特
定公共賃貸住宅（世立団
地、平沢団地）9戸とし、耐
用年数に応じた実数値を
採用
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4 中之条町公共施設等総合管理計画（H28）との整合性の確認 

・中之条町公共施設総合管理計画（H28）において、本町の人口減少に伴い財政規模も縮小さ

れ、現在町が所有する公共施設等を将来にわたり全てを更新することは、町民の負担が大き

くなる。「公共施設更新費用試算ソフト」を使用し、40年間に更新・大規模改修に要する費

用は、総額544.7億円、年平均額は約13.6億円と試算されている。そのうち町営住宅の更

新費用は、総額50.3憶、年平均額は約1.3億円となっている。そのため、予防保全による長

寿命化や、資産総量の適正化による維持管理経費等の縮減、資産活用による歳入確保など、

公共施設等の総合的な利活用を推進することにより、財政負担の軽減を図りながら、町民が

必要とする行政サービスの維持向上を図ることとしている。この資産総量の適正化に関し

て、具体的には、公共施設について必要なサービス水準を確保しつつ総量の縮減を推進する

こととしている。 

・本計画においては、統計値等を用いて町営住宅を必要する世帯数を推計し、これを上回る戸

数を供給（サービス水準を確保）できることを確認しつつ、各住宅の耐用年数に応じて縮減

していくこととしており、中之条町公共施設等総合管理計画と整合が図られているといえ

る。 

  



53 

 

１-７ 町営住宅のストックの課題 

・本町の町営住宅ストックの現状や管理状況、入居者状況を踏まえ、町営住宅の課題を整理す

る。 

 

1 老朽化する町営住宅への対応 

耐用年数を超過している町営住宅が88戸あり、全体の約37％を占める。構造別では、

簡易耐火構造住宅42戸、木造住宅46戸が耐用年数を超過し、これらをはじめ、老朽化の

著しい町営住宅に対して対応が必要になる。 

 

2 安心・安全な町営住宅の提供 

新耐震基準が適用される前の、昭和55年以前に建設された団地が160戸あり、そのう

ち耐震診断調査により80戸が新耐震基準を満たしていないため、これらに対して対応が

必要となる。。 

 

3 入居需要に応じた町営住宅の管理運営 

募集戸数に対して申込者が上回り、町営住宅の需要が高い。需要推計に応じて、や民間

賃貸住宅等を含め、ストック量を検討する必要がある。 

 

4 多様な世帯構成に対応した建替え・改善 

入居者世帯のうち、高齢者の世帯は約29％を占め、世帯あたりの人員は1人から６人ま

でと幅広く、多様な世帯構成に対応した住宅の供給が必要となる。 

 

5 住宅困窮者等の適正入居の促進 

現在の入居者の中で、最低居住面積水準未満の世帯は9世帯ある。今後世帯人員に対応

する面積水準を確保した住宅の供給について検討を行うことが必要となる。 
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第２章 長寿命化に関する基本方針 

・町営住宅は、住宅セーフティネットを形成する上での基本となるものである。安全で快適な

住宅を長期にわたり維持し、適切な維持管理を進め、限られた公的住宅ストックを有効に活

用していくために以下の方針を定める。 

 

２-１ ストックの状況把握(定期点検及び日常点検)・修繕の実施・データ管理に関する方針 

・町営住宅ストックの適切なマネジメントを行う基盤として、ストックの状況を的確に把握し

データとして管理することが重要となることから、以下の方針に基づき、適切な維持管理を

推進する。 
 

１ ストックの状況把握（定期点検及び日常点検）の方針 

・全ての公営住宅等について、「公営住宅等日常点検マニュアル（耐火・準耐火構造編）（平成

２８年８月 国土交通省住宅局住宅総合整備課）」等の日常点検チェックリストを用いス

トックの状況の把握を行う。 

・また、日常的な維持管理時においても、目視点検等を行うとともに、入退去時を利用して、

住戸内部の点検を実施し、ストックの状況把握に努める。 
 

２ 修繕の実施方針 

・計画的に修繕を実施していくことで、予防保全型の維持管理が実施できる。そのため、定期

点検や日常点検の結果を踏まえ、劣化が判明した部位については、予防保全的な修繕・改善

を実施するとともに、適宜長期修繕計画の修正を行うものとする。 
 

３ データ管理に関する方針 

・定期点検結果及び日常点検結果及び修繕・改善履歴は、担当課においてカルテ化して管理

し、次回点検時の活用及び本計画の見直し時等に活用するものとする。 

 

２-２ 改善事業の実施による長寿命化及びライフサイクルコストの縮減に関する方針 

・建物の老朽化や劣化による事故や居住性の低下等を未然に防ぐため、建替えを基本とする短

いサイクルでの更新ではなく、町営住宅の安全性を確保するとともに、予防保全を充実さ

せ、長寿命化を図るものとする。 

・そのため、ストックの的確な現状把握を行い、適切な時期に修繕等を行うとともに、耐久性

の向上や躯体の経年劣化の軽減を図るための改善等、長寿命化に資する機能向上を図り、ラ

イフサイクルコストの縮減を図るものとする。 
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■「長寿命化に関する基本方針」に基づく PDCA サイクルの維持管理 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

定期検査等の実施状況を踏まえ

た、適切な修繕・改善の結果を整

理したカルテを参考に、概ね５年

ごとに長寿命化計画の見直しを

行う。 

長寿命化計画を基本と

した、日々の点検・修繕・

改善を実施し、カルテに

整理する。 
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第３章 計画の対象と事業手法の選定 

３-１ 計画の対象 

・本計画では、町営住宅全 17 団地 59 棟 238 戸を対象とする。 

 

 

         

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

No 種別 団地名 建設年度 戸数 棟数 

1 公営住宅 小川団地 S42～44 24 14 

2 公営住宅 第２小川団地 S47～53 42 11 

3 公営住宅 永田原団地 S61 24 2 

4 公営住宅 中之条団地 H5 8 1 

5 公営住宅 西中之条団地 H17 8 1 

6 公営住宅 赤岩団地 S53～54 4 2 

7 公営住宅 小雨団地 S55 2 1 

8 公営住宅 小倉団地 S56 2 1 

9 公営住宅 生須団地 S56～H7 12 6 

10 公営住宅 引沼団地 H5～H7 8 4 

11 単独住宅 折田団地 S34～35 6 6 

12 単独住宅 １２区団地 S35 2 2 

13 単独住宅 オガワハウス S50 80 2 

14 単独住宅 小雨ハイツ H9 5 1 

15 単独住宅 日影ハイツ H23 2 1 

16 特定公共賃貸住宅 平沢団地 H3 6 1 

17 特定公共賃貸住宅 世立団地 H12 3 3 

合計 238 59 

表 判定の対象となる町営住宅 
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３-２ 団地別・住棟別の事業手法の選定 

１ 事業手法の整理 

・事業手法を設定する上で、公営住宅整備の手法について公営住宅等整備事業対象要綱、公営住

宅等整備事業補助要領及び公営住宅等ストック総合改善事業補助金交付要綱等を整理すると

以下のようになる。 

 

表 公営住宅の事業手法の概要 

建替 現在ある公営住宅を除却して新たに公営住宅を建設する事業 

 法定建替 公営住宅法第２条第15号に定めるもので、現在ある公営住宅を除却し、その土地に新た

に公営住宅を建設するもので、以下の要件に全て該当するもの 

・敷地面積0.1ha以上 

・現在ある公営住宅の大部分が耐用年数の２分の１を経過 

・新たに建設する公営住宅の戸数が、現在ある公営住宅の戸数以上 

・新たに建設する公営住宅は、耐火性能を有する 

任意建替 法定建替事業以外で行われる建替事業で、現在ある公営住宅の用途廃止が行えるもの 

公営住宅等 
ストック総合 
改善事業 

以下の個別改善又は全面的改善で、団地毎の経費が原則として100万円を超える事業 

 個別改善 公営住宅の居住水準の向上と総合的活用を図ることを目的とした改善事業で、規模増改

善、住戸改善、共用部分改善及び屋外・外構改善を行う事業 

（条件） 

・公営住宅等長寿命化計画に基づいて行う改善事業であること 

・次の場合を除き、原則として1990(平成２)年度以前の国の予算に係る補助金の交付を

受けて整備されたもの 

◇耐震改修は、1981(昭和56)年度以前で旧耐震基準の適用を受けたもの 

◇防犯対策に係る改善は、2000(平成12)年度以前の国の予算に係る補助金の交付を

受けて整備されたもの 

◇バリアフリー対策に係る改善は、2002(平成14)年度以前の国の予算に係る補助金

の交付を受けて整備されたもの 

◇長寿命化型、福祉対応型のうち障害者向け設備改善、福祉対応型のうち高齢者向け

設備改善、住宅用防災機器・地上波デジタル放送対応設備・P波感知型地震時管制運

転装置若しくは戸開走行保護装置の設置又はエレベーターに係る主要機器耐震補強

措置の実施等、省エネルギー対策に係る改善については国の予算年度は問わない。 

・当該事業の実施後、概ね10年間（家賃対策を実施する耐震改修実施住宅の場合は15年

間、測量試験費を伴う改善事業の場合は概ね20年間）使用が可能なものであること。

ただし、住宅用防災機器又は地上デジタル放送対応設備の設置はこの限りではない。 

・団地全戸数のうち、収入超過者が入居している公営住宅戸数割合が、原則として５割

以下であること 
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全面的 

改善 

公営住宅の居住水準の向上と総合的活用を図ることを目的とした改善事業で、住棟単位

又は団地単位で行われる全面的な改善又はこれに準ずる改善を行う事業で、少なくとも

以下の改善を行うもの 

・躯体以外の内装、設備等住戸内部全体又は大部分にわたって行う住戸改善で、居住性

向上型及び福祉対応型を行うもの 

・共用部分改善で福祉対応型及び安全性確保型を行うもの 

・屋外・外構改善で福祉対応型を行うもの 

（条件） 

・公営住宅等長寿命化計画に基づいて行う改善事業であること 

・団地全戸数のうち、収入超過者が入居している公営住宅戸数割合が、原則として５割

以下であること 

・以下の施設の整備を伴う場合は、原則として150戸以上の団地で行われるものである

こと 

◇集会所 

◇児童遊園 

◇屋外消火栓 

◇その他上記に掲げる施設及び排水処理施設の整備に関連して整備することが必要で

ある施設 

・原則として、建築後30年を経過したものであること 

・当該事業の実施後、概ね30年以上管理する予定のものであること 

維持管理 定期的な点検や修繕を行い、公営住宅としての機能を維持するもの 

用途廃止 標準管理期間を経過したもので、公営住宅としての機能を廃止すること 

事業主体変更 公営住宅の適切な管理を行うために、事業主体を変更するもの 
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２ 事業手法の選定フロー 

・事業手法の選定は、以下の選定フローに基づき実施する。 

表 事業手法の選定フロー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：公営住宅等長寿命化計画策定指針（改定）（H28.8） 
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3 町営住宅の需要の見通しに基づく将来ストック量の推計【中長期】 

・P51 において試算したとおり、2040 年度における町営住宅の推計管理戸数は 114 戸とな

る。 

４ １次判定 

・以下の２段階の検討から、事業手法を仮設定する。 

 

① 団地敷地の現在の立地環境等の社会的特性を踏まえた管理方針の検討【１次判定－①】 

【判断内容】 

・以下の評価項目のうち、全ての評価項目が活用に適する場合は「継続管理する団地」、いずれ

かの評価項目が活用に適さない場合は「継続管理について判断を保留する団地」と仮設定す

る。 

 

需要 
空き家募集を行い、応募がある住宅については、需要があると判断する。 

なお、募集停止している団地については需要がないと判断する。 

効率性 敷地が 2,000 ㎡以上の集約しやすい住宅は、効率性が良いと判断する。 

立地 

公共交通機関の駅から 800m、バス停から 300ｍ圏内に立地している場合には、

利便性が高いと判断する。 

ハザード（土砂災害警戒区域、浸水想定区域）に含まれる場合は立地が悪いと判

断する。 
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【判断結果】  

団地名 需要 

効率性 立地 

判断結果 敷地面積 

(2,000 ㎡以上) 
公共交通 

ハザード

マップ 

小川団地 × 
〇 

(3,152) 
〇 〇 判断保留する団地 

第２小川団地 〇 
〇 

(5,896) 
〇 〇 継続管理する団地 

永田原団地 〇 
〇 

(2,929) 
〇 〇 継続管理する団地 

中之条団地 〇 
× 

(1,287) 
〇 〇 判断保留する団地 

西中之条団地 〇 
× 

(1,417) 
〇 〇 判断保留する団地 

赤岩団地 × 
〇 

(2,629) 
× × 判断保留する団地 

小雨団地 × 
× 

(404) 
〇 × 判断保留する団地 

小倉団地 〇 
〇 

(440) 
× × 判断保留する団地 

生須団地 〇 
〇 

(3,887) 
〇 〇 継続管理する団地 

引沼団地 〇 
〇 

(3,126) 
〇 〇 継続管理する団地 

折田団地 × 
〇 

(2,017) 
〇 × 判断保留する団地 

１２区団地 × 
× 

(337) 
× 〇 判断保留する団地 

オガワハウス 〇 
〇 

(4,937) 
〇 〇 継続管理する団地 

小雨ハイツ 〇 
× 

(791) 
〇 × 判断保留する団地 

日影ハイツ 〇 
× 

（1,441） 
〇 × 判断保留する団地 

平沢団地 〇 
〇 

(2,065) 
〇 × 判断保留する団地 

世立団地 〇 
× 

(485) 
〇 〇 判断保留する団地 
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【判断結果】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

継続管理する団地 

第２小川団地 

永田原団地 

生須団地 

引沼団地 

オガワハウス 

継続管理について 

判断を留保する団地 

小川団地 

中之条団地 

西中之条団地 

赤岩団地 

小雨団地 

小倉団地 

折田団地 

１２区団地 

小雨ハイツ 

日影ハイツ 

平沢団地 

世立団地 

※需要、効率性、立地の全項目が適合する場合に“継続管理”とした。 

需要 ：応募の有無。募集停止のものは×。 

効率性：敷地面積が 2,000 ㎡以上の集約化が行いやすい住宅のものを〇。 

立地 ：駅から 800ｍ、バス停から 300ｍ圏内にあれば〇。（立地適正化計画より） 

ハザード（土砂災害警戒区域、浸水想定区域）に含まれる場合は×。 
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③ 住棟の現在の物理的特性による改善の必要性【１次判定－②】 

・以下の判断内容のうち、「躯体の安全性」又は「避難の安全性」が確保されていない場合は、

「躯体・避難の安全性に係る改善に必要性」が『必要』と判定する。 

・「躯体の安全性」及び「避難の安全性」が確保されている場合は、「躯体・避難の安全性に係る

改善の必要性」は『不要』とし、次に「居住性に係る改善の必要性」について検討を行う。 

 

■躯体・避難の安全性に係る改善の必要性 

【判断内容】 

 

 

 

 

 

 

 

【判断結果】 

 

 

 

  

判断内容 判断基準 

躯体の安全性 

新耐震基準以降に建設されたものは耐震性有とする。 

旧耐震基準で建設されたもののうち、耐震診断等で耐震性を有すると

判断されたものは、耐震性有とする。 

上記以外のものは、耐震性無とする。 

避難の安全性 防火区画の有無、二方向避難の有無で判定する。 

団地名 
躯体の安全性 避難の安全性 

改善の必要性 改善の可能性 改善の必要性 改善の可能性 

小川団地 必要(旧耐震基準) 不可能(耐用年数超過) 不要 ― 

第２小川団地 不要 耐震診断実施済み 不要 ― 

永田原団地 不要 ― 不要 ― 

中之条団地 不要 ― 不要 ― 

西中之条団地 不要 ― 不要 ― 

赤岩団地 必要(旧耐震基準) 不可能(耐用年数超過) 不要 ― 

小雨団地 必要(旧耐震基準) 不可能(耐用年数超過) 不要 ― 

小倉団地 不要 ― 不要 ― 

生須団地 不要 ― 不要 ― 

引沼団地 不要 ― 不要 ― 

折田団地 必要(旧耐震基準) 不可能(耐用年数超過) 不要 ― 

１２区団地 必要(旧耐震基準) 不可能(耐用年数超過) 不要 ― 

オガワハウス 必要(旧耐震基準) 耐震診断実施済み 不要 ― 

小雨ハイツ 不要 ― 不要 ― 

日影ハイツ 不要 ― 不要 ― 

平沢団地 不要 ― 不要 ― 

世立団地 不要 ― 不要 ― 
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■居住性等に係る改善の必要性 

・「躯体・避難の安全性に係る改善の必要性」が『不要』と判定され、計画期間内に「改善の必

要性」があるものを『必要』とし、「改善の必要性」がないものを『不要』とする。改善内容・

改善周期を以下のように設定し、検討を行う。（材種によって改修周期の変更あり） 

【判断内容】 

 

 

 

 

 

 

 

 

【判断結果】 

 

 

  

改善内容 改善周期 

屋上防水改修 計画期間内に改修工事後 24 年を経過する改修が必要 

外壁等改修 計画期間内に改修工事後 18 年を経過する改修が必要 

給水ポンプ改修 計画期間内に改修工事後 15 年を経過する改修が必要 

給水管改修 計画期間内に改修工事後 35 年を経過する改修が必要 

ガス管改修 計画期間内に改修工事後 30 年を経過する改修が必要 

団地名 

居住性に係る改善の必要性 

屋上 

防水 
外壁 

給水 

ポンプ 
給水管 ガス管 判定 

小川団地 不要 不要 ― 不要 不要 不要 

第２小川団地 不要 不要 ― 不要 不要 不要 

永田原団地 不要 必要 不要 必要 必要 必要 

中之条団地 不要 必要 不要 必要 必要 必要 

西中之条団地 不要 不要 ― 不要 不要 不要 

赤岩団地 不要 不要 ― 不要 不要 不要 

小雨団地 不要 不要 ― 不要 不要 不要 

小倉団地 不要 不要 ― 不要 不要 不要 

生須団地 不要 不要 ― 不要 不要 不要 

引沼団地 不要 不要 ― 不要 不要 不要 

折田団地 不要 不要 ― 不要 不要 不要 

１２区団地 不要 不要 ― 不要 不要 不要 

オガワハウス 不要 必要 必要 不要 不要 必要 

小雨ハイツ 不要 不要 ― 不要 不要 不要 

日影ハイツ 不要 不要 ― 不要 不要 不要 

平沢団地 不要 不要 ― 不要 不要 不要 

世立団地 不要 不要 ― 不要 不要 不要 
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改善不要 改善必要 改善可能 改善不可能 

第２小川団地 

西中之条団地 

小倉団地 

生須団地 

引沼団地 

小雨ハイツ 

日影ハイツ 

平沢団地 

世立団地 

永田原団地 

中之条団地 

オガワハウス 

 

 小川団地 

赤岩団地 

小雨団地 

折田団地 

１２区団地 
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③ １次判定結果（団地・住棟の事業手法の仮設定） 

・「1 次判定-①」及び「1 次判定-②」の結果を総合的に勘案し、事業手法の仮設定を行

う。 

 

 （２）住棟の現在の物理的特性による改善の必要性・可能性 

改善が不要 改善が必要 優先的な対応が 

必要(改善可能) 

優先的な対応が 

必要(改善不可能) 

（ 

１ 

） 

団
地
敷
地
の
現
在
の
立
地
環
境
等
の
社
会
的
特
性
を
踏
ま
え
た
管
理
方

針 継続管理 

する団地 

1 

維持管理 

2 

改善、又は建替 

3 

優先的な改善、 

又は優先的な建替 

4 

優先的な建替 

第２小川団地 

生須団地 

引沼団地 

永田原団地 

オガワハウス 

  

計 62戸 104戸 － － 

継続管理 

について 

判断を留 

保する 

団地 

5 

維持管理、 

又は用途廃止 

6 

改善、建替、 

又は用途廃止 

7 

優先的な改善、優先

的な建替、又は優先

的な用途廃止 

8 

優先的な建替、 

又は優先的な 

用途廃止 

西中之条団地 

小倉団地 

小雨ハイツ 

日影ハイツ 

平沢団地 

世立団地 

 

中之条団地 

 

 小川団地 

赤岩団地 

小雨団地 

折田団地 

12 区団地 

 

計 26戸 8戸 ― 38戸 

 

 

 

 

  

図 1次判定の結果区分（団地・住棟の事業手法の仮設定） 
 

【Ａグループ】 

維持管理する団地のうち、改善か建替

かの判断を留保する団地・住棟 

【Ｂグループ】 

維持管理について判断を留保する団地 
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５ ２次判定 

・１次判定において事業手法・管理方針の判断を留保した団地・住棟を対象として、以下の２段

階の検討から事業手法を仮設定する。 

 

① LCC 比較や当面の建替事業量の試算を踏まえた事業手法の仮設定【２次判定－①】 

・1 次判定において A グループ（継続管理する団地のうち、改善か建替かの判断を留保する団

地・住棟）と判定された団地・住棟について、事業手法（改善又は建替）を仮設定する。 

 

【判断内容】 

耐用年数が残り 30 年以上のものについては、既存ストックの有効活用を図る観点から「改

善」とし、耐用年数が残り 30 年未満のものについては、将来のストック量を踏まえた事業

手法を検討する必要があることから、B グループとあわせて「2 次判定-②」で検討する。 

 

【判断結果】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

団地名 耐用年数 仮設定 

永田原団地 残り 37 年(建設年度：1987 年) 改善 

オガワハウス 残り 25 年(建設年度：1950 年) 

改善又は建替え 

（B グループと

合わせて検討） 

改善が必要 優先的な対応が必要 

（改善可能） 

改善 建替 優先的な 

改善 

優先的な 

建替 

永田原団地 

 

－ － － 

B グループとあわせて 

検討 

オガワハウス 
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② 将来ストック量を踏まえた事業手法の仮設定【２次判定－②】 

・1 次判定において、B グループ（継続管理について判断を保留する団地）と判定された住棟を

対象として、ストック推計を踏まえて将来的な活用の優先順位を検討し、将来にわたって「継

続管理する団地」とするか、将来的には他団地との集約等により用途廃止することを想定する

「当面管理する団地（建替を前提としない）」とするのかの判定を行い、事業手法を仮設定す

る。 

ア. 管理戸数の見通しから見た事業手法の仮設定 

・木造住宅を耐用年数（30 年）超過後に用途廃止を行うと、計画期間内における六合地区の

供給戸数が著しく減少してしまうため、計画期間（2030 年）に耐用年数を超過する六合

地区の木造の小雨ハイツ・平沢団地・世立団地については、40 年間程度使用することとし、

計画期間は維持管理とする。 

 

イ. 将来のストック量の推計からみた中長期の管理戸数の見通しについて 

・著しい困窮年収未満世帯数は、推計結果から 2040 年(R22 年)度央において 70 世帯とな

る。また、2049 年度末においては 48 世帯が見込まれる。（P45：参照） 

・中長期（2040 年）の見通しとして、町内にある「低廉な家賃かつ一定の質が確保された

民間賃貸住宅」は 52 戸供給されると考えられ、町営住宅 114 戸と合わせ 166 戸となり、

著しい困窮年収未満世帯数 70 世帯を上回る供給が可能であることが確認できる。町営住

宅の将来値の設定にあたり、新たな供給を想定せず、耐用年数超過後順次廃止する方向

としているが、将来、供給予定戸数が需要と大きく乖離することが確実となった場合は、

廃止を前倒しにするなど、供給戸数の見直しを行う。（P51：参照） 
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【判断内容】 

将来のストック量の推計から管理戸数の見通しを算出し、管理戸数の見通し、耐用年数、

改善の必要性、建替時期等を踏まえ、事業手法を仮設定する。 

 

【判定結果】 

  

 

 

2 

改善、 

又は建替 

5 

維持管理、 

又は用途廃止 

6 

改善、建替、 

又は用途廃止 

8 

優先的な建替、 

又は優先的な 

用途廃止 

判断結果 

20 年後

（2040 年）ま

でに耐用年数を

超過しない住宅 

オ ガ ワ ハ ウ

ス（A グルー

プより） 

 

日影ハイツ 中之条団地 

 

 ２０年後までに耐用年数を

超過しないため、町営住宅の

ストック量（供給可能量）と

して供給していく必要があ

る。そのため「建替」「用途

廃止」はせず、「維持管理」

又は「改善」とする。 

20 年後

（2040 年）ま

でに耐用年数を

超過する住宅 

 

西中之条団地 

 

  ２０年後までに耐用年数は

超過するが、町営住宅のス

トック量（供給可能量）とし

て供給していく必要がある。

そのため「用途廃止」はせず、

「維持管理」とする。 

計画期間

（2030 年）に

耐用年数を超過

する住宅 

 

小雨ハイツ
（六合地区） 

平沢団地 
（六合地区） 

世立団地 
（六合地区） 

  計画期間（2030 年）に耐用

年数を超過するため「用途廃

止」が基本だが、六合地区の

供給量が著しく減少してし

まうため「維持管理」とする。 

 

現時点で既に耐

用年数を経過し

ている住宅 

 

小倉団地 

 

 小川団地 

赤岩団地 

小雨団地 

折田団地 

１２区団地 

現時点で耐用年数が超過し、

中長期的な見通しから、著し

い困窮年収未満世帯数（必要

量）を上回ることから、「用途

廃止」とする。 

改善し 

当面維持管理 

優先的な 

用途廃止 

当面 

維持管理 

改善し 

当面維持管理 

用途 

廃止 
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③ ２次判定結果（団地・住棟の事業手法の仮設定） 

・「2 次判定-①」及び「2 次判定-②」の結果を総合的に勘案し、事業手法の仮設定を行う。 

【判断結果】 

 

改善不要 改善が必要 

優先的な 

対応が必要 

（改善可能） 

優先的な 

対応が必要 

(改善不可能) 

継続管理 

する団地 

1 

維持管理 

2 

改善 

3 

建替 

4 

優先的な改

善 

5 

優先的な建

替 

6 

優先的な建替 

第２小川団地 

生須団地 

引沼団地 

永田原団地 

 

    

計 62戸 24戸 － ― ― ― 

当面管理 

する団地 

(建替を前

提としな

い) 

7 

当面維持 

管理 

8 

用途 

廃止 

9 

改善し当面 

維持管理 

10 

用途廃

止 

11 

優先的に改

善し 

当面維持管

理 

12 

優先的な用

途廃止 

13 

優先的な用途廃

止 

西中之条団地 

小雨ハイツ 

日影ハイツ 

平沢団地 

世立団地 

小倉団地 

 

中之条団地 

オガワハウス 

 

   小川団地 

赤岩団地 

小雨団地 

折田団地 

１２区団地 

計 24戸 2戸 88戸 － － ― 38戸 

 

継続管理する

団地 

   

当面管理する

団地 

（建替を前提

としない） 

当面維持管理 用途廃止 改善し 

当面維持管理 

優先的な用途

廃止 

西中之条団地

小雨ハイツ 

日影ハイツ 

平沢団地 

世立団地 

小倉団地 

 

中之条団地 

オガワハウス 

 

小川団地 

赤岩団地 

小雨団地 

折田団地 

１２区団地 
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６ ３次判定 

・以下の３段階の検討により、計画期間に実施する事業手法を決定する。 
 

① 集約・再編等の可能性を踏まえた団地・住棟の事業手法の再判定 

・１次判定・２次判定結果を踏まえ、集約や再編等の検討対象となり得る団地や、異なる事業手

法に判定された住棟が混在する団地は、効率的な事業実施のため、必要に応じて建替や改善

等の事業手法を再判定する。 

・併せて、効率的な事業実施や地域ニーズへの対応等の観点から総合的な検討を行う。 
 

ア. 団地単位での効率的な事業実施に関する検討 

・改善、建替と判定された住棟が混在する団地における判定変更のメリット・デメリットを整理

した上での判定見直しを検討する。 

・改善事業の実施時期を分散させることが妥当な場合、もしくは同時期に実施することによる

コストダウンを図る場合など、団地単位で判定結果を俯瞰し、より効率的な事業実施に向け

て検討する。 
 

イ. 集約・再編等に関する可能性の検討 

・一定の地域において、地域の実情を踏まえて集約・再編等の可能性を検討する。 

・一定の地域において、複数の建替事業を実施する際には、事業実施の順序を工夫し、入居者の

仮移転を減少させるなど、地域単位で判定結果を俯瞰し、再編・集約の可能性、事業実施時期

等について検討する。 
 

ウ. 地域ニーズへの対応等の総合的な検討 

・地域ニーズに応じた施設導入、地域におけるソーシャルミックスの実現等のため、総合的な検

討を行い、事業の内容や実施時期等を設定する。 

・建替事業を行う場合は、地域ニーズに応じた医療・福祉施設や生活支援施設等の導入について

検討する。 

・地域のニーズに応じた医療・福祉施設や生活支援施設等の導入に向けて、民間事業者等と調整

し、事業の実施時期等を設定する。 

・建替による直接供給以外にも、町営住宅の総管理戸数を減少させながら、民間活力の積極的な

活用を通じた適正な管理戸数の確保についても検討する。 
 

エ. 上位関連計画との整合性を踏まえた検討 

・上位関連計画である中之条町総合計画第 6 次構想等における各団地の位置付け等との整合性

を踏まえて、建替・用途廃止の検討を行う。 
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エ. 上位関連計画との整合性を踏まえた検討 

中之条町公共施設等総合管理計画において、町営住宅は長寿命化による縮減を図るととも

に、老朽化の著しい住宅については廃止を推進することとしていることから、2 次判定ま

で「維持管理」としてあった第 2 小川団地、生須団地の一部は、現時点で耐用年数を超過

しているため用途廃止とする。また将来のストック量の推計からも計画期間内に「建替」に

よる新規供給の必要性はないと判断できることから、第 2 小川団地、生須団地を３次判定

で「用途廃止」とする。 

【判断結果】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

判定内容 対象団地 判断結果 

ア. 団地単位での効率的な事業実施に関する検討 ―  

イ. 集約・再編等に関する可能性の検討 ―  

ウ. 地域ニーズへの対応等の総合的な検討 ―  

エ. 上位関連計画との整合性を踏まえた検討 
第 2 小川団地 用途廃止 

生須団地 用途廃止 

維持管理する団地 
維持管理 引沼団地 

改善 永田原団地 

当面維持管理する団地 

当面維持管理 

西中之条団地 

小雨ハイツ 

日影ハイツ 

平沢団地 

世立団地 

改善 
中之条団地 

オガワハウス 

用途廃止 

小川団地 

第２小川団地 

赤岩団地 

小雨団地 

小倉団地 

生須団地 

折田団地 

１２区団地 
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② 事業費の試算及び事業実施時期の調整検討 

・中長期の期間（30 年程度）に想定される新規整備事業、改善事業、建替事業等に係る年度別

事業費を試算し今後の見通しを立て、事業量及び事業費が時期的に偏在する等、試算結果に

問題がある場合は将来にわたる事業実施が可能となるよう事業実施時期を調整し、改めて試

算し問題がないか確認を行い、新規整備事業、改善事業、建替事業等の実施時期を決定すると

ともに、年度別事業費を試算する。 

 

【判断方法】 

ア. 事業費の試算 

・中長期の期間（30 年程度）における、全ての新規整備事業、改善事業、建替事業、用途廃止

事業にかかる費用を概算する。 

 

イ. 事業実施時期の調整 

・事業費試算の結果、一定の時期に事業費が集中するなど円滑に事業を実施することが困難と

判断される場合は、事業実施時期を調整する。 

・将来的な予算確保が可能であるか、年度別事業量が人員体制等の面で実状と乖離していない

か等を検討し、最終的に事業実施時期や年度別事業費を決定する。 
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【判断結果】 

●事業費の試算 

・事業費の試算に当たっては、以下の条件を設定し、算定した。 

工事種目 住宅 内容 単価 

■改善事業 

外壁等改修 永田原団地（１号棟） 

永田原団地（２号棟） 

中之条団地 

オガワハウス（１号棟） 

修繕周期（18年）に合わせ外

壁改修を実施する。 
80万円/戸 

※町営住宅の外壁等改修の過去実績がないため、関東圏自治体の工事実績を参

考にする。 

給水ポンプ オガワハウス（１号棟） 

オガワハウス（２号棟） 

修繕周期（10年）に合わせ給

水ポンプ改修を実施する。 
10万円/戸 

※町営住宅の給水ポンプ改修の過去実績がないため、関東圏自治体の工事実績

を参考にする。 

給水管改修 永田原団地（１号棟） 

永田原団地（２号棟） 

中之条団地 

修繕周期（35年）に合わせ給

水管改修を実施する。 65万円/戸 

※町営住宅の給水管改修の過去実績がないため、関東圏自治体の工事実績を参

考にする。 

ガス管改修 永田原団地（１号棟） 

永田原団地（２号棟） 

中之条団地 

修繕周期（30年）に合わせ排

水管改修を実施する。 65万円/戸 

※町営住宅のガス管改修の過去実績がないため、関東圏自治体の工事実績を参

考にする。 

 

工事種目 住宅 内容 単価 

■修繕事業 

修繕事業 
計画対象全て 

 団地ごとに 

個別に設定 

LCCから修繕費用を算定 

  

工事種目 住宅   

■用途廃止 

用途廃止 小川団地、第２小川団地 

赤岩団地、小雨団地 

小倉団地、生須団地 

折田団地、１２区団地、 
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■LCC から修繕費用を算定した場合                       単位：百万円 

 計画期間内 10 年（2020～2029 年度） 計画期間後 20 年 

（2030 年度以降） 

合計 

前期５年 後期５年 

改善費用 68.0 45.2 142.4  255.6  

修繕費用 151.9 151.9 295.1  598.9  

合計 219.9 197.1 437.5  854.5  

      ※2030年度以降の改善事業については、次期見直し段階で再度検討する。 

 

■現地調査等の結果を踏まえた事業実施時期の想定 

 

計画期間内（2020～2029 年度） 

前期５年 後期５年 

永田原団地（1 号棟） ガス管改修 
外壁等改修 

給水管改修 

永田原団地（2 号棟） ガス管改修 
外壁等改修 

給水管改修 

中之条団地 外壁等改修 
給水管改修 

ガス管改修 

オガワハウス（1 号棟） 
外壁等改修 

給水ポンプ改修 
 

オガワハウス（2 号棟） 給水ポンプ改修  

●事業実施時期の調整 

・前期・後期の金額が同等であるため、事業の実施時期の調整は行わない。 
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③ 中長期的な管理の見通し 

・各団地・住棟の供用期間、事業実施時期の見通しを示した概ね 30 年程度の中長期的な管理

の見通しを示す。 

・耐用年数超過後には用途廃止することを基本としているが、六合地区については、計画期間に

多くの住宅が耐用年数を超過し、用途廃止をしてしまうと供給戸数が著しく減少してしまう

ため、木造住宅である引沼団地・小雨ハイツ・平沢団地・世立団地については、40 年程度使

用することとし、計画期間（2030 年）は維持管理とし、順次用途廃止を行う。 

・RC 造の耐用年数は 70 年だが、長寿命化を図り、75 年間使用することとする。 

・将来、合計管理戸数（供給予定戸数）が需要と大きく乖離することが確実となった場合は、

廃止を前倒しにするなど、供給戸数の見直しを行う。 

 
戸数 

耐用年数 

超過年度 

2021 年- 

2030 年 

2031 年- 

2040 年 

2041 年- 

2050 年 

小川団地 24 
1997～

1999 年 
用途廃止 ― ― 

第 2 小川団地 42 
2002～

2008 年 
用途廃止 ― ― 

永田原団地※1 24 2056 年 個別改善 個別改善 個別改善 

中之条団地※1 8 2063 年 個別改善 個別改善 個別改善 

西中之条団地 8 2035 年 維持管理 用途廃止 ― 

赤岩団地（六合地区） 4 2008 年 用途廃止 ― ― 

小雨団地（六合地区） 2 2010 年 用途廃止 ― ― 

小倉団地（六合地区） 2 2011 年 用途廃止 ― ― 

生須団地（六合地区） 12 
2011～

2025 年 
用途廃止 ― ― 

引沼団地（六合地区）※2 8 
2023～

2026 年 
維持管理 用途廃止 ― 

折田団地 6 
1989～

1990 年 
用途廃止 ― ― 

12 区団地 2 1990 年 用途廃止 ― ― 

オガワハウス※1 80 2045 年 個別改善 個別改善 維持管理 

小雨ハイツ（六合地区）※2 5 2027 年 維持管理 用途廃止 ― 

日影ハイツ（六合地区） 2 2041 年 維持管理 維持管理 用途廃止 

平沢団地（六合地区）※2 6 2024 年 維持管理 用途廃止 ― 

世立団地（六合地区）※2 3 2029 年 維持管理 用途廃止 ― 

合計管理戸数 238 戸 ― 144 戸 114 戸 112 戸 

※1：RC 造の耐用年数は 70 年だが、長寿命化を図り、75 年間使用することとする。 
※2：計画期間に耐用年数を超過するが、用途廃止とすると計画期間の六合地区の供給戸数が著しく減少するため、40 年間

（木造の耐用年数 30 年）使用することとし、順次用途廃止を行う。 
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④ 計画期間における事業手法の決定 

・計画期間における事業手法は以下の通りとする。 

 計画期間内における維持管理等の考え方 事業手法 

永田原団地 

長寿命化型工事（外壁等改修、給水ポンプ改修、

給水管改修、ガス管改修）の改善事業を実施 
個別改善 中之条団地 

オガワハウス 

西中之条団地 

計画的な修繕の実施及び退去時修繕を実施 計画修繕 

小雨ハイツ 

日影ハイツ 

平沢団地 

世立団地 

小川団地 

現在の入居者が退去した後に用途廃止 用途廃止 

第 2 小川団地 

赤岩団地 

小雨団地 

小倉団地 

生須団地 

引沼団地 

折田団地 

12 区団地 
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７ 団地別・住棟別事業手法の選定 

・１次判定から３次判定を踏まえ、計画期間内における団地別・住棟別事業手法は以下のとおり

とする。 

■町営住宅ストックの事業手法別戸数表 

 1～5年目 6～10年目 合計 

町営住宅管理戸数 238戸 144戸  

 うち公営住宅 134戸 48戸  

 うち特公賃住宅 9戸 9戸  

 うち単独住宅 95戸 87戸  

 ・新規整備事業予定戸数 0戸 0戸 0戸 

 ・維持管理予定戸数 144戸 144戸 144戸 

  うち計画修繕対応戸数 32戸 112戸 112戸 

  うち改善事業予定戸数 112戸 32戸 112戸 

   個別改善事業予定戸数 112戸 32戸 112戸 

   全面的改善事業予定戸数 0戸 0戸 0戸 

 ・建替事業予定戸数 0戸 0戸 0戸 

 ・用途廃止予定戸数 94戸 0戸 94戸 
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第４章 点検の実施方針 

・全ての町営住宅を対象に、定期的に点検・診断を行う「劣化状況調査」を行う。当該調査を実

施するとともに、入退去時を利用して住戸内部の点検を実施し、ストックの状況把握に努め

る。 

・定期点検の結果や日常点検の結果は、それぞれデータベースに記録し、修繕・維持管理の的確

な実施や次回の点検・診断に活用していく。 

・不具合等があることが判明した場合は、詳細調査を実施するなど適切な対応を行い、建物の安

全性を確保する。 

■町営住宅のメンテナンスサイクル（イメージ図） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：公営住宅等維持管理データベース操作マニュアル    

  

 

点検 

○定期点検 

→建築基準法第 12 条に基づ

く法定点検及び同様の点検 

○日常点検 

→日常的な保守点検 

 

データベースによる情報の一元管理 

○点検履歴データベース 

①点検結果（所見の有無

等） 

②実施時期 

③現在の仕様、設置年度 

④部材等の標準周期、更

新予定時期 

○工事履歴データベース 

①工事年度 ②工事種類 

③工事金額 ④工事名称 

⑤施工業者 

⑥工事の対象、内容、仕様 

⑦計画修繕項目の数量、単価 

⑧前回更新年度 

 

 

○長期修繕計画の作成 

・建替又は用途廃止の

時期を迎えるまでの

間における計画修繕

の実施時期を定めた

計画 

○公営住宅等長寿命化計画の作成 

【計画期間：10 年間以上】 

・計画期間における事業手法と事

業プログラムを明らかにする計画 

・修繕・改善・建替に係る実施方

針を位置付け 

○短期的な計画調整【毎年度】 

・計画修繕の予定時期を迎えた部位、住棟の中での優先順位づけ 

・経常修繕の実施 

計画 

調整 

（整合図る） 

 

工事 

○計画修繕 

○経常修繕 

○空室修繕 

○保守（工事

を伴わない

もの） 

記録 

記録 

参照 

最新情報に基づいて、計画的・効率的に点検を実施 

参照 

判断 

反映 

予算 

措置 

記録 
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第５章 計画修繕の実施方針 

１ 修繕項目と周期 

・建物を長期にわたって良好に維持管理していくためには、建物の内外装・設備等の経年劣化に

応じて、修繕周期等を参考にしながら、適時適切な修繕を実施していくことが重要である。 

 

２ 計画修繕の実施方針 

・建物を長期にわたって良好に維持管理していくためには、点検結果等を踏まえた予防保全的

な観点から屋上防水や外壁塗装等の計画修繕の実施や、建物の設備等の劣化状況に応じた修

繕を計画的に実施することが必要である。そのため、修繕項目と周期に基づき、定期点検や日

常点検の結果を踏まえ、屋上防水や外壁塗装等、予防保全が必要な部位については優先的に

修繕を行い、点検の結果、建物の安全性等が確保された場合は修繕の実施時期を延期するな

ど柔軟に対応しながら修繕を実施する。なお、屋上防水や外壁塗装等の修繕のうち、改善事業

で実施可能なものについては可能な限り改善事業で実施し、建物の長寿命化を図るものとす

る。 

・修繕内容によっては、同時に実施することでコスト縮減や居住者への負担軽減が図られるこ

とや、同一団地内で一斉に行うことでコスト縮減を図ることも考えられることから、修繕を

実施する際には、他の修繕が実施可能かどうかを検討した上で実施する。 

・用途廃止対象住棟については、原則として計画修繕は実施せず、他の住棟を優先して実施す

る。 

・修繕の内容は、点検結果と同様に、履歴の整理や修繕データを蓄積し、次の点検や修繕に活か

すものとする。 
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■（参考）公営住宅等長寿命化計画策定指針（改定）（H28.8）に記載されている修繕周期表 
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第６章 改善事業の実施方針 

１ 改善事業の実施方針 

・計画期間内に実施する改善事業は、以下の方針に基づき実施する。 

 
 

⓵ 長寿命化型 

・一定の居住性や安全性等が確保されており、長期的な活用を図る住棟において、町営住宅の劣

化防止、耐久性向上及び維持管理の容易化の観点から、予防保全的な改善を行う。 

 

【改善事業の実施内容】 

・外壁等改修※1 

・給水ポンプ改修※1 

・給水管改修※1 

・ガス管改修※1 

 

※１交付金の対象について 

● 公営住宅等ストック総合改善事業対象要綱に適合するもの 

長寿命化型 公営住宅等の劣化防止、耐久性向上及び維持管理の容易化のための設備等の改善 

 

【参考】「公営住宅等長寿命化計画策定指針（H21.3）」における定義 

・原則として、老朽化した設備等を修復することにより現状回復する部分は、修繕として対応すべきものであ

る。改善事業は、従前の仕様と比して性能が向上することが求められる。長寿命化のための中長期的な修

繕計画で位置付けた計画修繕のうち、耐久性が向上する仕様等にすることで長寿命化の効果が高いもの

については、「長寿命化型」として位置付ける。 

・長寿命化型改善の定義は、以下のいずれかに該当するものと定義されている。 

・従前の仕様等と比して耐久性が向上するものであること。 

・従前の仕様等と比して躯体への影響が軽減されるものであること。 

・従前の仕様等と比して維持管理を容易にするものであること。 
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２ 改善事業の実施スケジュール 

・計画期間内における改善事業のスケジュールは、以下の通りとする。 

■改善事業のスケジュール 

 住棟 

番号 

2021 

(R3) 

2022 

(R4) 

2023 

(R5) 

2024 

(R6) 

2025 

(R7) 

2026 

(R8) 

2027 

(R9) 

2028 

(R10) 

2029 

(R11) 

2030 

(R12) 

永田原団地 １ 

    ④  

③ 

   

 

① 

 

永田原団地 ２ 

    ④  

③ 

  

 

① 

  

中之条団地 1 

   ①    

④ 

   

 

③ 

オガワハウス １ 
 ①  

② 

       

オガワハウス ２   ②        

 

注）①：外壁改修 ②：給水ポンプ改修 ③：給水管改修 ④：ガス管改修    

：改善事業実施予定年度 
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第７章 建替事業等の実施方針 

・今後建替えを行う場合には、民間活力の導入を図りながら建設費用及び維持管理費用等の縮

減への取組みを行う必要があり、以下に代表的な民間活力の導入手法を整理する。 

 

①地方公共団体による直接建設 整備費の地方公共団体負担を起債により調達し家賃等

により償還 

②買取公営住宅 整備費の地方公共団体負担を起債により調達し家賃等

により償還 

③借上公営住宅 民間事業者が資金調達し、借上料を地方公共団体が支払

う 

④ＢＯＴ方式公営住宅 民間事業者が整備費を資金調達し、国の補助と地方公共

団体の分割払いで支払う 

⑤空家等の登録制度 空家等を住宅確保要配慮者の入居を拒まない賃貸住宅

として賃貸人が登録 

※構造・設備・床面積等の登録基準への適合が必要 

※改修費を国・地方公共団体が補助 

※地域の実情に応じて、要配慮者の家賃債務保証料や家

賃低廉化に国・地方公共団体が補助 等 

 

・国では、厳しい財政状況の中、民間の資金・知恵等を活用し、真に必要な社会資本の整備・維

持管理・更新を着実に実施するとともに、民間の事業機会の拡大による経済成長を実現して

いくために、ＰＰＰ／ＰＦＩを積極的に推進していくこととしており、事業の検討段階にお

いても、ＰＰＰ／ＰＦＩ手法の導入可能性検討調査については交付金対象となっている。そ

のため、官民連携を推進し民間の活力を活用しながら整備を行うために、建替えを行う場合

には、具体的な事業手法の検討を行うこととする。 
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第８章 長寿命化のための事業実施予定一覧 

１ 計画修繕・改善事業の実施予定一覧 

【
様

式
１

】
計

画
修

繕
・

改
善

事
業

の
実

施
予

定
一

覧

公
営

住
宅

特
定

公
共

賃
貸

住
宅

地
優
賃

（
公

共
供

給
）

改
良

住
宅

そ
の

他
（

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

）

法
定

点
検

法
定
点
検
に

準
じ
た
点
検

R
3

R
4

R
5

R
6

R
7

R
8

R
9

R
1
0

R
1
1

R
1
2

外
壁
改
修

長
寿
命
化
型

給
水
管
改
修

長
寿
命
化
型

ガ
ス
管
改
修

長
寿
命
化
型

外
壁
改
修

長
寿
命
化
型

給
水
管
改
修

長
寿
命
化
型

ガ
ス
管
改
修

長
寿
命
化
型

注
１

）
対

象
数

が
多

い
場

合
は

、
必

要
に

応
じ

て
複

数
枚

作
成

す
る

。

注
２

）
Ｌ

Ｃ
Ｃ

縮
減

効
果

欄
は

、
長

寿
命

化
型

改
善

事
業

、
又

は
全

面
的

改
善

事
業

を
実

施
す

る
住

棟
に

関
し

て
記

載
す

る
。

1
,
1
0
4

永
田

原
団

地
2
号

棟
1
2

中
耐

S
6
1

1
,
1
0
3

永
田

原
団

地
1
号

棟
1
2

中
耐

S
6
1

　
事
業
主
体
名
：

群
馬

県
　

中
之

条
町

　
住
宅
の
区
分
：

団
地

名
住

棟
番

号
戸

数
構

造
建

設
年

度

次
期

点
検

時
期

修
繕

・
改

善
事

業
の

内
容

L
C
C

縮
減

効
果

(
千

円
/
棟

･

年
)

備
考
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【
様

式
１

】
計

画
修

繕
・

改
善

事
業

の
実

施
予

定
一

覧

公
営

住
宅

特
定

公
共

賃
貸

住
宅

地
優
賃

（
公

共
供

給
）

改
良

住
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そ
の

他
（

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

）

法
定

点
検

法
定
点
検
に

準
じ
た
点
検

R
3

R
4

R
5

R
6

R
7

R
8

R
9

R
1
0

R
1
1

R
1
2

外
壁
等
改
修

長
寿
命
化
型

給
水
管
改
修

長
寿
命
化
型

ガ
ス
管
改
修

長
寿
命
化
型

注
１

）
対

象
数

が
多

い
場

合
は

、
必

要
に

応
じ

て
複

数
枚

作
成

す
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。

注
２

）
Ｌ

Ｃ
Ｃ

縮
減

効
果

欄
は

、
長

寿
命

化
型

改
善

事
業

、
又

は
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面
的

改
善

事
業

を
実

施
す

る
住

棟
に

関
し

て
記

載
す

る
。

　
事
業
主
体
名
：

群
馬

県
　

中
之

条
町

　
住
宅
の
区
分
：

団
地

名
住

棟
番

号
戸

数
構

造
建

設
年

度

次
期
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検

時
期

修
繕

・
改

善
事

業
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容

L
C
C

縮
減
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果

(
千

円
/

棟
･
年

)

備
考

中
之

条
団

地
1

8
中

耐
H
5

6
8
9
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【
様

式
１

】
計

画
修

繕
・

改
善

事
業

の
実

施
予

定
一

覧
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住
宅

特
定

公
共

賃
貸

住
宅

地
優
賃

（
公

共
供

給
）

改
良

住
宅

そ
の

他
（

単
独

住
宅

）
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定

点
検

法
定
点
検
に

準
じ
た
点
検

R
3

R
4

R
5

R
6

R
7

R
8

R
9

R
1
0

R
1
1

R
1
2

外
壁
等
改
修

長
寿
命
化
型

給
水
ポ
ン
プ
改
修

長
寿
命
化
型

給
水
ポ
ン
プ
改
修

長
寿
命
化
型

注
１

）
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数

が
多
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は

、
必

要
に

応
じ

て
複

数
枚
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成

す
る

。

注
２

）
Ｌ

Ｃ
Ｃ

縮
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果
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、
又

は
全

面
的

改
善

事
業

を
実

施
す

る
住

棟
に

関
し

て
記

載
す

る
。
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業
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体
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：
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県
　

中
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条
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宅
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：
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構
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期

点
検

時
期
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C

縮
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果

(
千
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･

年
)
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考

オ
ガ

ワ
ハ

ウ
ス

1
号

棟
4
0

中
耐

S
5
0

オ
ガ

ワ
ハ

ウ
ス

2
号

棟
4
0

中
耐

S
5
0

2
,
9
5
1

2
,
6
6
1
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２ 新規整備事業及び建替事業の実施予定一覧 

 

  

【様式２】新規整備事業及び建替事業の実施予定一覧

　事業主体名：

　住宅の区分： 公営住宅
特定公共

賃貸住宅

地優賃

（公共供給） 改良住宅

法定点検
法定点検に

準じた点検

注）対象数が多い場合は、必要に応じて複数枚作成する。

備考

群馬県　中之条町

その他（　　　　　　　　　　）

団地名 住棟番号 戸数 構造 建設年度
次期点検時期 新規又は建

替整備予定
年度

LCC
（千円/年）
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３ 共同施設に係る事業の実施予定一覧 

【
様

式
３

】
共

同
施

設
に

係
る

事
業

の
実

施
予

定
一

覧
（

集
会

所
・

遊
具

等
）

公
営

住
宅

特
定
公
共

賃
貸
住
宅

地
優
賃

（
公

共
供

給
）

改
良

住
宅

そ
の

他
（

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

）

法
定

点
検

法
定
点
検
に

準
じ
た
点
検

H
2
9

H
3
0

H
3
1

H
3
2

H
3
3

H
3
4

H
3
5

H
3
6

H
3
7

H
3
8

注
）

対
象

数
が

多
い

場
合

は
、

必
要

に
応

じ
て

複
数

枚
作

成
す

る
。

維
持

管
理

・
改

善
事

業
の

内
容

備
考

　
事
業
主
体
名
：

群
馬

県
　

中
之

条
町

　
住
宅
の
区
分
：

団
地

名
共

同
施

設
名

建
設

年
度

次
期

点
検

時
期
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第９章 ライフサイクルコストとその縮減効果の算出 

１ ライフサイクルコストとその縮減効果算出の考え方 

① 基本的な考え方 

・策定指針におけるライフサイクルコスト（ＬＣＣ）の算出の考え方に基づき、新規整備及び建

替事業を実施する町営住宅についてはライフサイクルコストを算出し、長寿命化型改善事業

を実施する町営住宅については、ライフサイクルコストの縮減効果を算出する。 

 

② ライフサイクルコスト（LCC）の算出 

・策定指針に基づき、以下の方法にてライフサイクルコストを算出する。 

 

【算出の方法】 

・ＬＣＣ＝①建設費＋②改善費＋③修繕費＋④除却費 

①建設費：当該住棟の建設時点に投資した建設工事費 

②改善費：想定される管理期間における改善工事費の見込み額から修繕費相当額を控除した額（改

善事業を実施することにより不要となる修繕費を控除した額） 

③修繕費：管理期間における修繕工事費の見込額 

④除却費：想定される管理期間が経過した後の除却工事費の見込額 

なお、②、③、④は社会的割引率（４％）を適用して現在価値化する。 
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③ ライフサイクルコスト（LCC）縮減効果の算定方法 

・改定指針に基づき、以下の方法にてライフサイクルコスト（ＬＣＣ）の縮減効果を算出する。 

【算出の考え方】 

・公営住宅等長寿命化計画に基づく長寿命化型改善事業を実施する場合、実施しない場合、それぞれの

場合について評価期間中に要するコストを算出し、住棟単位で年あたりのコスト比較を行う。 

・算出に際しては、戸あたりコストを基に当該住棟の住戸数分を積算して、住棟あたりのコストを算出

する。 

・現時点以降、将来に発生するコスト（将来の改善費、修繕費、除却費）については、社会的割引率４％

／年を適用して現在価値化する。現在価値化の算出式は、次の通りとする。 

現時点以降の経過年数ａ年における「将来の改善費、修繕費、除却費」ｂの現在価値＝ｂ×ｃ 

ａ：現時点以降の経過年数 

ｂ：将来の改善費、修繕費、除却費 

ｃ：現在価値化係数 ｃ＝１÷（１＋ｄ）＾ａ 

ｄ：社会的割引率（0.04（４％）） 

【算出の手順】 

以下の手順でライフサイクルコスト（ＬＣＣ）の縮減効果を算出する。 

＜計画前モデル＞ 

①評価期間（改善非実施）Ａ 

・長寿命化型改善事業を実施しない場合に想定される管理期間 

②修繕費Ａ 

・修繕費＝（当該住棟の建設費×修繕項目別の修繕費乗率）の累積額 

・上記の修繕費算出式を用いて、建設時点から上記①評価期間（改善非実施）Ａ末までの各年の修繕費

を累積した費用とする。 

・現時点以後の各年の修繕費については、現在価値化して算出する。 

③建設費 

・推定再建築費（＝当該住棟の建設時点に投資した建設工事費×公営住宅法施行規則第23条の率）。 

・ただし、当該住棟の建設時点に投資した建設工事費を把握できない場合は、建設当時の標準建設費で

代用する。 

④除却費Ａ 

・評価期間（改善非実施）末に実施する除却工事費 

・評価期間（改善非実施）末の時期に応じて、現在価値化して算出する。 

⑤計画前ＬＣＣ 

・計画前ＬＣＣ＝（③建設費＋②修繕費Ａ＋④除却費Ａ）÷①評価期間（改善非実施）Ａ（単位：円／

戸・年） 

＜計画後モデル＞ 

⑥計画期間（改善実施）Ｂ 

・公営住宅等長寿命化計画に基づく改善事業（ＬＣＣ算定対象）及び公営住宅等長寿命化計画の計画期

間以後に想定される改善事業（ＬＣＣ算定対象）を実施する場合に想定される管理期間（目標管理期

間） 

⑦修繕費Ｂ 

・修繕費＝（当該住棟の建設費×修繕項目別の修繕費乗率）の累積額 

・上記の修繕費算出式を用いて、建設時点から上記⑥評価期間（改善実施）Ｂ末までの各年の修繕費を

累積した費用とする。 

・現時点以降の各年の修繕費については、現在価値化して算出する。 

⑧長寿命化型改善費 

・公営住宅等長寿命化計画に基づく長寿命化型改善事業費及び公営住宅等長寿命化計画の計画期間以

降に想定される長寿命化型改善事業費の総額から修繕費相当額を控除した額。当該改善を複数回行う

場合はそれらの合計費用とする。 

・修繕費相当額の控除については、想定している長寿命化型改善項目に相当する「計画修繕項目の修繕

費乗率を除いて修繕費を算出すること（当該計画修繕項目の修繕費乗率を除いた修繕費乗率を推定再
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建築費に乗じて修繕費を算定すること）で対応している。 

・長寿命化型改善は現時点以後に行われるので、全て現在価値化して算出する。 

⑨建設費 

・推定再建築費（＝当該住棟の建設時点に投資した建設工事費×公営住宅法施行規則第23条の率）。た

だし、当該住棟の建設時点に投資した建設工事費を把握できない場合は、建設当時の標準建設費で代

用する。 

⑩除却費Ｂ 

・評価期間（改善実施）末に実施する除却工事費 

・評価期間（改善実施）末の時期に応じて、現在価値化して算出する。 

⑪計画後ＬＣＣ 

・計画後ＬＣＣ＝（⑨建設費＋⑧長寿命化型改善費＋⑦修繕費Ｂ＋⑩除却費Ｂ）÷⑥評価期間（改善実

施）Ｂ（単位：円／戸・年） 

＜ＬＣＣ縮減効果＞ 

⑫年平均縮減額 

・上記⑤、⑪より、年平均縮減額＝⑤計画前ＬＣＣ－⑪計画後ＬＣＣ 

⑬住棟あたりの年平均縮減額 

・以上より算出した年平均縮減額は戸あたり額であり、これに当該住棟の住戸数分を積算して、住棟あ

たりの年平均縮減額を算出する。年平均縮減額が＋であれば、ライフサイクルコスト（ＬＣＣ）縮減

効果があると判断できる。 

 

■ライフサイクルコストの算定イメージ 
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２ ライフサイクルコスト（LCC）とその縮減効果の算出 

・策定指針におけるライフサイクルコスト（ＬＣＣ）の算出の考え方に基づき、新規整備及び建

替事業を実施する町営住宅についてはライフサイクルコストを算出し、長寿命化型改善事業

を実施する町営住宅については、ライフサイクルコストの縮減効果を算出する。 

 

■ライフサイクルコストの縮減効果 

団地名 
住棟 

番号 
建設年度 住戸数 

住棟当たりの 

年平均縮減額 

（円/棟・年） 

永田原団地 

1 号棟 昭和 61 年 12 戸 1,104,447 

2 号棟 昭和 61 年 12 戸 1,102,782 

中之条団地 1 号棟 平成 5 年 8 戸 689,155 

オガワハウス 

1 号棟 昭和 50 年 40 戸 2,661,211 

2 号棟 昭和 50 年 40 戸 2,951,028 

 

  



97 

 

3 住棟別のライフサイクルコスト（LCC）とその縮減効果の算出 

① 永田原団地（1 号棟） 

■住棟諸元
団地名 評価時点（和暦）
住棟番号 R3
戸数
構造
建設年度
建設年代

モデル住棟

経過年数

■改善項目

項目
全面的改善

屋上防水
床防水
外壁塗装等 800,000 円/戸 43 年
鉄部塗装等
建具（玄関ドア、MB扉）
建具（アルミサッシ）
バルコニー手摺
金物類
給水管、給湯管 650,000 円/戸 40 年
貯水槽
給水ポンプ
排水設備
ガス設備 650,000 円/戸 39 年
給湯器
共用灯
電力幹線・盤類
避雷設備
電話設備
テレビ共聴設備
連結送水管
自火報設備
ＥＶ保守
ＥＶ更新
流し台
浴室ﾕﾆｯﾄ
ﾚﾝｼﾞﾌｰﾄﾞ
24h換気
経常修繕

計 2,100,000 円/戸

■修繕項目

全面的改善
屋上防水
床防水
外壁塗装等 43 年
鉄部塗装等
建具（玄関ドア、MB扉）
建具（アルミサッシ）
バルコニー手摺
金物類
給水管、給湯管 40 年
貯水槽
給水ポンプ
排水設備
ガス設備 39 年
給湯器
共用灯
電力幹線・盤類
避雷設備
電話設備
テレビ共聴設備
連結送水管
自火報設備
ＥＶ保守
ＥＶ更新
流し台
浴室ﾕﾆｯﾄ
ﾚﾝｼﾞﾌｰﾄﾞ
24h換気
経常修繕

計

除却費 1,000,000 円/戸

3 －

1

1

S60中耐階段室型

35

費用 改善実施時点の経過年数

－

1

項目
改善項目と

重複する修繕項目
修繕実施時点の経過年数

永田原団地
1号棟

12
中耐階段室型

S61
S60
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■計画前モデル
項目 費用等

① 評価期間（改善非実施）Ａ 50 年

②-1 修繕費Ａ１（現時点まで） 5,207,333 円

②-2
修繕費Ａ２（現時点から評価期間Aまで）
（現在価値化）

2,500,685 円

② 修繕費Ａ 7,708,018 円

③ 建設費（推定再建築費） 9,910,700 円

④-1 除却費 1,000,000 円

④-2 除却費の現在価値化係数 0.555

④ 除却費Ｂ（現在価値化） 555,265 円

⑤ 計画前ＬＣＣ　（（②＋③＋④）÷①） 363,480 円／戸・年

■計画後モデル

項目 費用等

⑥ 評価期間（改善実施）Ｂ 75 年

⑦-1
修繕費Ｂ２（現時点から評価期間Ｂまで）
（現在価値化）

4,243,336 円

⑦-2
長寿命化型改善のうち計画修繕費相当分
（現在価値化）

885,905 円

⑦ 累積修繕費Ｂ　（②-1＋⑦-1-⑦-2） 8,564,764 円

⑧-1 長寿命化型改善費 2,100,000 円

⑧ 長寿命化型改善費（現在価値化） 1,674,428 円

⑨ 建設費（推定再建築費） 9,910,700 円

⑩-1 除却費 1,000,000 円

⑩-2 除却費の現在価値化係数 0.208

⑩ 除却費Ｂ（現在価値化） 208,289 円

⑪ 計画後ＬＣＣ　（（⑦＋⑧＋⑨＋⑩）÷⑥） 271,442 円／戸・年

■LCC縮減効果
項目 費用等

⑫ 年平均縮減額　（⑤－⑪） 92,037 円／戸・年

⑬ 住棟当たりの年平均縮減額（⑫×戸数） 1,104,447 円／棟・年

備考

長寿命化計画に基づく長寿命化型改善事業（ＬＣ
Ｃ算定対象）及び長寿命化計画の計画期間以後
に想定される長寿命化型改善事業（ＬＣＣ算定対
象）を実施する場合に想定される管理期間（目標
管理期間）

現時点＋１年から⑥評価期間（改善実施）Ｂまで
の各年の修繕費を現在価値化し累積した費用

計画後に実施する長寿命化型改善のうち計画修
繕相当分

②-1と⑦-1の合計から、⑦-2を減じた額

長寿命化計画に基づく長寿命化型改善事業費及
び長寿命化計画の計画期間以後に想定される長
寿命化型改善事業費の総額、当該改善を複数回
行う場合はそれらの合計費用

備考

－

年平均縮減額がプラスであれば、ＬＣＣ縮減効果
があると判断

⑧-1長寿命化型縮減費を項目別の実施時点の
経過年数に応じて現在価値化し、累積した費用

建設当時の標準建設費に公営住宅法施行規則
第23条の率を乗じた額

現時点における除却費

⑥評価期間（改善実施）Ｂ末における現在価値化
係数

⑥評価期間（改善実施）Ｂ末における除却費

－

建設当時の標準建設費に公営住宅法施行規則
第23条の率を乗じた額

現時点における除却費

①評価期間（改善非実施）Ａ末における現在価値
化係数

①評価期間（改善非実施）Ａ末における除却費

－

備考

長寿命化型改善事業を実施しない場合に想定さ
れる管理期間

現時点までの各年の修繕費を累積した費用

現時点＋１年から①評価期間（改善非実施）Ａま
での各年の修繕費を現在価値化し累積した費用

②-1と②-2の合計
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② 永田原団地（2 号棟） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■住棟諸元
団地名 評価時点（和暦）
住棟番号 R3
戸数
構造
建設年度
建設年代

モデル住棟

経過年数

■改善項目

項目
全面的改善

屋上防水
床防水
外壁塗装等 800,000 円/戸 42 年
鉄部塗装等
建具（玄関ドア、MB扉）
建具（アルミサッシ）
バルコニー手摺
金物類
給水管、給湯管 650,000 円/戸 40 年
貯水槽
給水ポンプ
排水設備
ガス設備 650,000 円/戸 39 年
給湯器
共用灯
電力幹線・盤類
避雷設備
電話設備
テレビ共聴設備
連結送水管
自火報設備
ＥＶ保守
ＥＶ更新
流し台
浴室ﾕﾆｯﾄ
ﾚﾝｼﾞﾌｰﾄﾞ
24h換気
経常修繕

計 2,100,000 円/戸

■修繕項目

全面的改善
屋上防水
床防水
外壁塗装等 42 年
鉄部塗装等
建具（玄関ドア、MB扉）
建具（アルミサッシ）
バルコニー手摺
金物類
給水管、給湯管 40 年
貯水槽
給水ポンプ
排水設備
ガス設備 39 年
給湯器
共用灯
電力幹線・盤類
避雷設備
電話設備
テレビ共聴設備
連結送水管
自火報設備
ＥＶ保守
ＥＶ更新
流し台
浴室ﾕﾆｯﾄ
ﾚﾝｼﾞﾌｰﾄﾞ
24h換気
経常修繕

計

除却費 1,000,000 円/戸

3 －

1

1

S60中耐階段室型

35

費用 改善実施時点の経過年数

－

1

項目
改善項目と

重複する修繕項目
修繕実施時点の経過年数

永田原団地
2号棟

12
中耐階段室型

S61
S60
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  ■計画前モデル
項目 費用等

① 評価期間（改善非実施）Ａ 50 年

②-1 修繕費Ａ１（現時点まで） 5,207,333 円

②-2
修繕費Ａ２（現時点から評価期間Aまで）
（現在価値化）

2,500,685 円

② 修繕費Ａ 7,708,018 円

③ 建設費（推定再建築費） 9,910,700 円

④-1 除却費 1,000,000 円

④-2 除却費の現在価値化係数 0.555

④ 除却費Ｂ（現在価値化） 555,265 円

⑤ 計画前ＬＣＣ　（（②＋③＋④）÷①） 363,480 円／戸・年

■計画後モデル

項目 費用等

⑥ 評価期間（改善実施）Ｂ 75 年

⑦-1
修繕費Ｂ２（現時点から評価期間Ｂまで）
（現在価値化）

4,243,336 円

⑦-2
長寿命化型改善のうち計画修繕費相当分
（現在価値化）

898,882 円

⑦ 累積修繕費Ｂ　（②-1＋⑦-1-⑦-2） 8,551,787 円

⑧-1 長寿命化型改善費 2,100,000 円

⑧ 長寿命化型改善費（現在価値化） 1,697,810 円

⑨ 建設費（推定再建築費） 9,910,700 円

⑩-1 除却費 1,000,000 円

⑩-2 除却費の現在価値化係数 0.208

⑩ 除却費Ｂ（現在価値化） 208,289 円

⑪ 計画後ＬＣＣ　（（⑦＋⑧＋⑨＋⑩）÷⑥） 271,581 円／戸・年

■LCC縮減効果
項目 費用等

⑫ 年平均縮減額　（⑤－⑪） 91,899 円／戸・年

⑬ 住棟当たりの年平均縮減額（⑫×戸数） 1,102,782 円／棟・年

備考

長寿命化計画に基づく長寿命化型改善事業（ＬＣ
Ｃ算定対象）及び長寿命化計画の計画期間以後
に想定される長寿命化型改善事業（ＬＣＣ算定対
象）を実施する場合に想定される管理期間（目標
管理期間）

現時点＋１年から⑥評価期間（改善実施）Ｂまで
の各年の修繕費を現在価値化し累積した費用

計画後に実施する長寿命化型改善のうち計画修
繕相当分

②-1と⑦-1の合計から、⑦-2を減じた額

長寿命化計画に基づく長寿命化型改善事業費及
び長寿命化計画の計画期間以後に想定される長
寿命化型改善事業費の総額、当該改善を複数回
行う場合はそれらの合計費用

備考

－

年平均縮減額がプラスであれば、ＬＣＣ縮減効果
があると判断

⑧-1長寿命化型縮減費を項目別の実施時点の
経過年数に応じて現在価値化し、累積した費用

建設当時の標準建設費に公営住宅法施行規則
第23条の率を乗じた額

現時点における除却費

⑥評価期間（改善実施）Ｂ末における現在価値化
係数

⑥評価期間（改善実施）Ｂ末における除却費

－

建設当時の標準建設費に公営住宅法施行規則
第23条の率を乗じた額

現時点における除却費

①評価期間（改善非実施）Ａ末における現在価値
化係数

①評価期間（改善非実施）Ａ末における除却費

－

備考

長寿命化型改善事業を実施しない場合に想定さ
れる管理期間

現時点までの各年の修繕費を累積した費用

現時点＋１年から①評価期間（改善非実施）Ａま
での各年の修繕費を現在価値化し累積した費用

②-1と②-2の合計
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③ 中之条団地 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■住棟諸元
団地名 評価時点（和暦）
住棟番号 R3
戸数
構造
建設年度
建設年代

モデル住棟

経過年数

■改善項目

項目
全面的改善

屋上防水
床防水
外壁塗装等 800,000 円/戸 31 年
鉄部塗装等
建具（玄関ドア、MB扉）
建具（アルミサッシ）
バルコニー手摺
金物類
給水管、給湯管 650,000 円/戸 37 年
貯水槽
給水ポンプ
排水設備
ガス設備 650,000 円/戸 34 年
給湯器
共用灯
電力幹線・盤類
避雷設備
電話設備
テレビ共聴設備
連結送水管
自火報設備
ＥＶ保守
ＥＶ更新
流し台
浴室ﾕﾆｯﾄ
ﾚﾝｼﾞﾌｰﾄﾞ
24h換気
経常修繕

計 2,100,000 円/戸

■修繕項目

全面的改善
屋上防水
床防水
外壁塗装等 31 年
鉄部塗装等
建具（玄関ドア、MB扉）
建具（アルミサッシ）
バルコニー手摺
金物類
給水管、給湯管 37 年
貯水槽
給水ポンプ
排水設備
ガス設備 34 年
給湯器
共用灯
電力幹線・盤類
避雷設備
電話設備
テレビ共聴設備
連結送水管
自火報設備
ＥＶ保守
ＥＶ更新
流し台
浴室ﾕﾆｯﾄ
ﾚﾝｼﾞﾌｰﾄﾞ
24h換気
経常修繕

計

除却費 1,000,000 円/戸

3 －

1

1

H7中耐階段室型

28

費用 改善実施時点の経過年数

－

1

項目
改善項目と

重複する修繕項目
修繕実施時点の経過年数

中之条団地
1号棟

8
中耐階段室型

H5
H7
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  ■計画前モデル
項目 費用等

① 評価期間（改善非実施）Ａ 50 年

②-1 修繕費Ａ１（現時点まで） 3,086,098 円

②-2
修繕費Ａ２（現時点から評価期間Aまで）
（現在価値化）

3,092,143 円

② 修繕費Ａ 6,178,242 円

③ 建設費（推定再建築費） 10,030,000 円

④-1 除却費 1,000,000 円

④-2 除却費の現在価値化係数 0.422

④ 除却費Ｂ（現在価値化） 421,955 円

⑤ 計画前ＬＣＣ　（（②＋③＋④）÷①） 332,604 円／戸・年

■計画後モデル

項目 費用等

⑥ 評価期間（改善実施）Ｂ 75 年

⑦-1
修繕費Ｂ２（現時点から評価期間Ｂまで）
（現在価値化）

4,287,828 円

⑦-2
長寿命化型改善のうち計画修繕費相当分
（現在価値化）

759,326 円

⑦ 累積修繕費Ｂ　（②-1＋⑦-1-⑦-2） 6,614,601 円

⑧-1 長寿命化型改善費 2,100,000 円

⑧ 長寿命化型改善費（現在価値化） 1,681,583 円

⑨ 建設費（推定再建築費） 10,030,000 円

⑩-1 除却費 1,000,000 円

⑩-2 除却費の現在価値化係数 0.158

⑩ 除却費Ｂ（現在価値化） 158,283 円

⑪ 計画後ＬＣＣ　（（⑦＋⑧＋⑨＋⑩）÷⑥） 246,460 円／戸・年

■LCC縮減効果
項目 費用等

⑫ 年平均縮減額　（⑤－⑪） 86,144 円／戸・年

⑬ 住棟当たりの年平均縮減額（⑫×戸数） 689,155 円／棟・年

備考

長寿命化計画に基づく長寿命化型改善事業（ＬＣ
Ｃ算定対象）及び長寿命化計画の計画期間以後
に想定される長寿命化型改善事業（ＬＣＣ算定対
象）を実施する場合に想定される管理期間（目標
管理期間）

現時点＋１年から⑥評価期間（改善実施）Ｂまで
の各年の修繕費を現在価値化し累積した費用

計画後に実施する長寿命化型改善のうち計画修
繕相当分

②-1と⑦-1の合計から、⑦-2を減じた額

長寿命化計画に基づく長寿命化型改善事業費及
び長寿命化計画の計画期間以後に想定される長
寿命化型改善事業費の総額、当該改善を複数回
行う場合はそれらの合計費用

備考

－

年平均縮減額がプラスであれば、ＬＣＣ縮減効果
があると判断

⑧-1長寿命化型縮減費を項目別の実施時点の
経過年数に応じて現在価値化し、累積した費用

建設当時の標準建設費に公営住宅法施行規則
第23条の率を乗じた額

現時点における除却費

⑥評価期間（改善実施）Ｂ末における現在価値化
係数

⑥評価期間（改善実施）Ｂ末における除却費

－

建設当時の標準建設費に公営住宅法施行規則
第23条の率を乗じた額

現時点における除却費

①評価期間（改善非実施）Ａ末における現在価値
化係数

①評価期間（改善非実施）Ａ末における除却費

－

備考

長寿命化型改善事業を実施しない場合に想定さ
れる管理期間

現時点までの各年の修繕費を累積した費用

現時点＋１年から①評価期間（改善非実施）Ａま
での各年の修繕費を現在価値化し累積した費用

②-1と②-2の合計
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④ オガワハウス（1 号棟） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■住棟諸元
団地名 評価時点（和暦）
住棟番号 R3
戸数
構造
建設年度
建設年代

モデル住棟

経過年数

■改善項目

項目
全面的改善

屋上防水
床防水
外壁塗装等 950,000 円/戸 47 年
鉄部塗装等
建具（玄関ドア、MB扉）
建具（アルミサッシ）
バルコニー手摺
金物類
給水管、給湯管
貯水槽
給水ポンプ 100,000 円/戸 48 年
排水設備
ガス設備
給湯器
共用灯
電力幹線・盤類
避雷設備
電話設備
テレビ共聴設備
連結送水管
自火報設備
ＥＶ保守
ＥＶ更新
流し台
浴室ﾕﾆｯﾄ
ﾚﾝｼﾞﾌｰﾄﾞ
24h換気
経常修繕

計 1,050,000 円/戸

■修繕項目

全面的改善
屋上防水
床防水
外壁塗装等 47 年
鉄部塗装等
建具（玄関ドア、MB扉）
建具（アルミサッシ）
バルコニー手摺
金物類
給水管、給湯管
貯水槽
給水ポンプ 48 年
排水設備
ガス設備
給湯器
共用灯
電力幹線・盤類
避雷設備
電話設備
テレビ共聴設備
連結送水管
自火報設備
ＥＶ保守
ＥＶ更新
流し台
浴室ﾕﾆｯﾄ
ﾚﾝｼﾞﾌｰﾄﾞ
24h換気
経常修繕

計

除却費 1,000,000 円/戸

2 －

1

S50中耐階段室型

46

費用 改善実施時点の経過年数

－

1

項目
改善項目と

重複する修繕項目
修繕実施時点の経過年数

オガワハウス
1号棟

40
中耐階段室型

S50
S50
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■計画前モデル
項目 費用等

① 評価期間（改善非実施）Ａ 50 年

②-1 修繕費Ａ１（現時点まで） 5,434,729 円

②-2
修繕費Ａ２（現時点から評価期間Aまで）
（現在価値化）

304,096 円

② 修繕費Ａ 5,738,825 円

③ 建設費（推定再建築費） 7,620,900 円

④-1 除却費 1,000,000 円

④-2 除却費の現在価値化係数 0.855

④ 除却費Ｂ（現在価値化） 854,804 円

⑤ 計画前ＬＣＣ　（（②＋③＋④）÷①） 284,291 円／戸・年

■計画後モデル

項目 費用等

⑥ 評価期間（改善実施）Ｂ 75 年

⑦-1
修繕費Ｂ２（現時点から評価期間Ｂまで）
（現在価値化）

2,370,610 円

⑦-2
長寿命化型改善のうち計画修繕費相当分
（現在価値化）

420,784 円

⑦ 累積修繕費Ｂ　（②-1＋⑦-1-⑦-2） 7,384,555 円

⑧-1 長寿命化型改善費 1,050,000 円

⑧ 長寿命化型改善費（現在価値化） 1,005,917 円

⑨ 建設費（推定再建築費） 7,620,900 円

⑩-1 除却費 1,000,000 円

⑩-2 除却費の現在価値化係数 0.321

⑩ 除却費Ｂ（現在価値化） 320,651 円

⑪ 計画後ＬＣＣ　（（⑦＋⑧＋⑨＋⑩）÷⑥） 217,760 円／戸・年

■LCC縮減効果
項目 費用等

⑫ 年平均縮減額　（⑤－⑪） 66,530 円／戸・年

⑬ 住棟当たりの年平均縮減額（⑫×戸数） 2,661,211 円／棟・年

備考

長寿命化計画に基づく長寿命化型改善事業（ＬＣ
Ｃ算定対象）及び長寿命化計画の計画期間以後
に想定される長寿命化型改善事業（ＬＣＣ算定対
象）を実施する場合に想定される管理期間（目標
管理期間）

現時点＋１年から⑥評価期間（改善実施）Ｂまで
の各年の修繕費を現在価値化し累積した費用

計画後に実施する長寿命化型改善のうち計画修
繕相当分

②-1と⑦-1の合計から、⑦-2を減じた額

長寿命化計画に基づく長寿命化型改善事業費及
び長寿命化計画の計画期間以後に想定される長
寿命化型改善事業費の総額、当該改善を複数回
行う場合はそれらの合計費用

備考

－

年平均縮減額がプラスであれば、ＬＣＣ縮減効果
があると判断

⑧-1長寿命化型縮減費を項目別の実施時点の
経過年数に応じて現在価値化し、累積した費用

建設当時の標準建設費に公営住宅法施行規則
第23条の率を乗じた額

現時点における除却費

⑥評価期間（改善実施）Ｂ末における現在価値化
係数

⑥評価期間（改善実施）Ｂ末における除却費

－

建設当時の標準建設費に公営住宅法施行規則
第23条の率を乗じた額

現時点における除却費

①評価期間（改善非実施）Ａ末における現在価値
化係数

①評価期間（改善非実施）Ａ末における除却費

－

備考

長寿命化型改善事業を実施しない場合に想定さ
れる管理期間

現時点までの各年の修繕費を累積した費用

現時点＋１年から①評価期間（改善非実施）Ａま
での各年の修繕費を現在価値化し累積した費用

②-1と②-2の合計
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⑤ オガワハウス（2 号棟） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■住棟諸元
団地名 評価時点（和暦）
住棟番号 R3
戸数
構造
建設年度
建設年代

モデル住棟

経過年数

■改善項目

項目
全面的改善

屋上防水
床防水
外壁塗装等
鉄部塗装等
建具（玄関ドア、MB扉）
建具（アルミサッシ）
バルコニー手摺
金物類
給水管、給湯管
貯水槽
給水ポンプ 100,000 円/戸 48 年
排水設備
ガス設備
給湯器
共用灯
電力幹線・盤類
避雷設備
電話設備
テレビ共聴設備
連結送水管
自火報設備
ＥＶ保守
ＥＶ更新
流し台
浴室ﾕﾆｯﾄ
ﾚﾝｼﾞﾌｰﾄﾞ
24h換気
経常修繕

計 100,000 円/戸

■修繕項目

全面的改善
屋上防水
床防水
外壁塗装等
鉄部塗装等
建具（玄関ドア、MB扉）
建具（アルミサッシ）
バルコニー手摺
金物類
給水管、給湯管
貯水槽
給水ポンプ 48 年
排水設備
ガス設備
給湯器
共用灯
電力幹線・盤類
避雷設備
電話設備
テレビ共聴設備
連結送水管
自火報設備
ＥＶ保守
ＥＶ更新
流し台
浴室ﾕﾆｯﾄ
ﾚﾝｼﾞﾌｰﾄﾞ
24h換気
経常修繕

計

除却費 1,000,000 円/戸

項目
改善項目と

重複する修繕項目
修繕実施時点の経過年数

オガワハウス
2号棟

40
中耐階段室型

S50
S50

S50中耐階段室型

46

費用 改善実施時点の経過年数

－

1

1 －
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■計画前モデル

項目 費用等

① 評価期間（改善非実施）Ａ 50 年

②-1 修繕費Ａ１（現時点まで） 5,434,729 円

②-2
修繕費Ａ２（現時点から評価期間Aまで）
（現在価値化）

304,096 円

② 修繕費Ａ 5,738,825 円

③ 建設費（推定再建築費） 7,620,900 円

④-1 除却費 1,000,000 円

④-2 除却費の現在価値化係数 0.855

④ 除却費Ｂ（現在価値化） 854,804 円

⑤ 計画前ＬＣＣ　（（②＋③＋④）÷①） 284,291 円／戸・年

■計画後モデル

項目 費用等

⑥ 評価期間（改善実施）Ｂ 75 年

⑦-1
修繕費Ｂ２（現時点から評価期間Ｂまで）
（現在価値化）

2,370,610 円

⑦-2
長寿命化型改善のうち計画修繕費相当分
（現在価値化）

50,731 円

⑦ 累積修繕費Ｂ　（②-1＋⑦-1-⑦-2） 7,754,608 円

⑧-1 長寿命化型改善費 100,000 円

⑧ 長寿命化型改善費（現在価値化） 92,456 円

⑨ 建設費（推定再建築費） 7,620,900 円

⑩-1 除却費 1,000,000 円

⑩-2 除却費の現在価値化係数 0.321

⑩ 除却費Ｂ（現在価値化） 320,651 円

⑪ 計画後ＬＣＣ　（（⑦＋⑧＋⑨＋⑩）÷⑥） 210,515 円／戸・年

■LCC縮減効果
項目 費用等

⑫ 年平均縮減額　（⑤－⑪） 73,776 円／戸・年

⑬ 住棟当たりの年平均縮減額（⑫×戸数） 2,951,028 円／棟・年

備考

長寿命化型改善事業を実施しない場合に想定さ
れる管理期間

現時点までの各年の修繕費を累積した費用

現時点＋１年から①評価期間（改善非実施）Ａま
での各年の修繕費を現在価値化し累積した費用

②-1と②-2の合計

建設当時の標準建設費に公営住宅法施行規則
第23条の率を乗じた額

現時点における除却費

①評価期間（改善非実施）Ａ末における現在価値
化係数

①評価期間（改善非実施）Ａ末における除却費

－

長寿命化計画に基づく長寿命化型改善事業費及
び長寿命化計画の計画期間以後に想定される長
寿命化型改善事業費の総額、当該改善を複数回
行う場合はそれらの合計費用

備考

－

年平均縮減額がプラスであれば、ＬＣＣ縮減効果
があると判断

⑧-1長寿命化型縮減費を項目別の実施時点の
経過年数に応じて現在価値化し、累積した費用

建設当時の標準建設費に公営住宅法施行規則
第23条の率を乗じた額

現時点における除却費

⑥評価期間（改善実施）Ｂ末における現在価値化
係数

⑥評価期間（改善実施）Ｂ末における除却費

－

備考

長寿命化計画に基づく長寿命化型改善事業（ＬＣ
Ｃ算定対象）及び長寿命化計画の計画期間以後
に想定される長寿命化型改善事業（ＬＣＣ算定対
象）を実施する場合に想定される管理期間（目標
管理期間）

現時点＋１年から⑥評価期間（改善実施）Ｂまで
の各年の修繕費を現在価値化し累積した費用

計画後に実施する長寿命化型改善のうち計画修
繕相当分

②-1と⑦-1の合計から、⑦-2を減じた額



 

 


